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序     文 
 

日本国政府は、ミャンマー連邦共和国政府の要請に基づき、「児童中心型教育強化プロジェクト

フェーズ2」を実施することを決定し、2008年9月に討議議事録（R/D）の署名をミャンマー連邦共

和国政府と取り交わしました。 

本プロジェクトは、2004年から2007年まで実施された「児童中心型教育強化プロジェクト」の

成果を更に拡大するためのものであり、2008年9月から2012年3月までの3年半のプロジェクトとし

て、独立行政法人国際協力機構（JICA）がこのプロジェクトを実施しています。 

当機構は、プロジェクトの終了にあたり、2011年11月27日から12月16日まで、終了時評価調査団

を現地に派遣し、ミャンマー側カウンターパートと合同でこれまでの活動実績並びにその結果に

ついて、評価を行いました。 

評価においては、本プロジェクトの目標が十分に達成されたこと、プロジェクトにて構築され

た研修体制が、今後の児童中心型教育の全国普及に向けて活用されることが確認されています。 

この評価結果は、ミニッツに取りまとめられ、ミャンマー・日本国側双方合意のもとに、署名

交換が行われました。 

本報告書は、今回の評価調査及び協議結果を取りまとめたものです。 

ここに、本調査にご協力とご支援を賜りました内外関係者の皆様に心より感謝申し上げます。 

 

2013年2月 

 

独立行政法人国際協力機構 

ミャンマー事務所長 田中 雅彦 
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終了時評価調査結果要約表 
１．案件の概要 

国名：ミャンマー連邦共和国 案件名：児童中心型教育強化プロジェクトフェーズⅡ

分野：教育 援助形態：技術協力プロジェクト 

所轄部署：ミャンマー事務所 協力金額：総投入額約4億4,000万円 

協力期間：2008年9月18日～ 

2012年3月17日 

先方関係機関： 

（日）教育省教育計画訓練局 

（英）Ministry of Education, Department of Educational 

Planning and Training（DEPT） 

日本側協力機関名： 

 

他の関連協力：開発調査「基礎教育改善計画調査

（MBESS：2001～2004）」 

１－１ 協力の背景と概要 

ミャンマー連邦共和国（以下、「ミャンマー」と記す）においては、初等教育における児童の

中退率が非常に高く、教育の質の低さや教員の未熟な指導力、教員の暗記暗唱型の授業が子ど

もの学習への興味・関心を阻害していることが原因として挙げられる。国際協力機構（JICA）

は、1997～1999年にかけて個別専門家「基礎教育カリキュラム改善」、2001～2004年まで開発調

査「基礎教育改善計画調査」、さらに2004～2007年にかけて技術協力プロジェクト「児童中心型

教育強化プロジェクト」を実施し、同国の基礎教育における質の向上への支援を継続的に実施

している。さらに、2004～2007年にかけて技術協力プロジェクト「児童中心型教育強化プロジ

ェクト」を実施し、児童中心型教育（Child-Centered Approach：CCA）の導入・普及を目的に、

教員用指導書の開発、カスケード方式による現職教員研修の導入、教員養成大学（Education 

College：EC）における研修モジュールの開発等を行った。これまでの協力はCCAの導入という

点で一定の成果を上げたが、教育省では、2015年までにCCAの全国普及を目標としており、大

規模に研修を実施していくためのより効率的な仕組みが必要となり、また、カウンターパート

（C/P）機関である教育計画訓練局（Department of Education Planning and Training：DEPT）から

は、技術協力プロジェクトでは対象外となっていた算数の教員用指導書の開発についても要望

があった。 

以上のような背景から、ミャンマー国政府は、2007年8月に上記技術協力プロジェクトの後継

案件である本案件の実施を要請し、2008年9月にプロジェクト（フェーズ2）が開始された。本

プロジェクトは、CCAの全国普及のモデルとして、EC教官、クラスタートレーナー、小学校教

員という三層のカスケードモデルを導入するとともに、CCA導入・普及のための教員養成課程

の強化、学校・クラスターレベルでの自主研修の実施、算数の教員用指導書作成といった活動

を実施し、CCAの全国普及及び継続的な質の確保をめざしている。2011年12月にプロジェクト

終了を控え、終了時評価調査が実施された。 

 

１－２ 協力内容 

本プロジェクトは、CCAの全国普及のモデルとして、EC教官、クラスタートレーナー、小学
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校教員という三層のカスケードモデルを導入するとともに、CCA導入・普及のための教員養成

課程の強化、学校・クラスターレベルでの自主研修の実施、算数の教員用指導書作成といった

活動を実施するものである。 

 

上位目標：2015年までにミャンマー全国の小学校教員にCCAが普及する。 

プロジェクト目標：教育省がCCAを全国規模で普及していくための仕組みが確立する。 

アウトプット： 

アウトプット1：CCA全国普及のための教員養成体制が強化される。 

アウトプット2：CCA全国普及のための現職教員研修体制が確立する。 

アウトプット3：自主研修活動（クラスターミーティング、学校ミーティング）を通して授

業改善を継続していくための仕組みが確立する。 

アウトプット4：算数の教員用指導書及び普及研修用教材が開発される。 

 

１－３ 投入（2011年12月まで） 

＜日本側＞総投入額：約4億4,000万円 

短期専門家派遣：延べ9名 

本邦研修：6名（別途集団研修に9名） 

機材供与：バイク、コンピュータ、輪転機等 

プロジェクト経費支出：109,670千円（供与機材除く） 

＜ミャンマー側＞ 

カウンターパート配置：延べ34名 

プロジェクト事務所の提供、事務所光熱費・電話代、研修参加者の交通費等の経費 

計Kyat19,709（1Kyat=￥12.3：2011年12月13日） 

２．終了時評価調査団の概要 

調査者  担当分野 氏 名 所 属 

1. 総括/団長 田中 雅彦 JICAミャンマー事務所 所長 

2. 教育開発 西方 憲広 JICA国際協力専門員 

3. 教育企画 池田 亜美 JICA人間開発部基礎教育第一課 職員 

4. 協力企画 松岡 源 JICAミャンマー事務所 所員 

5. 評価分析 田中 恵理香 グローバルリンクマネージメント株式会社 社会開発部

調査期間 2011年11月27日～12月16日 評価種類：終了時評価 

３．評価結果の概要 

３－１ 実績 

プロジェクト目標：教育省がCCAを全国規模で普及していくための仕組みが確立する。 

プロジェクト目標の指標は、対象のタウンシップにおいて達成されている。2015年までに

CCAを全国規模で導入するためのCCA研修計画が教育省教育計画訓練局（DEPT）で策定され、

教育省で承認されている。2009年度に、研修プログラムの第1案を検証するためのパイロット

として、3タウンシップを対象とし、引続き、2010年度20タウンシップ、2011年度17タウンシ
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ップを対象として研修を行い、各年度の研修が終了すると、研修内容を見直し改善した。 

 

アウトプット1：CCA全国普及のための教員養成体制が強化される。 

アウトプット1の指標は達成されている。教員養成大学（EC）において、プロジェクトで改

訂したEC教科書が導入され、CCAの概念が導入され、授業研究が定期的に実施されている。

EC教科書は、プロジェクト終了までにドラフトが作成され、2回の実地検証を経て改訂が行わ

れた。また、教育実習へのCCA概念の導入については、教育実習マニュアル（Bloc Teaching 

Manual）を作成し、2011年下半期にマニュアルの有効性を実地検証した。 

 

アウトプット2：CCA全国普及のための現職教員研修体制が確立する。 

アウトプット2の指標は、対象タウンシップにおいて達成されている。マスタートレーナー、

クラスタートレーナーが育成され、対象タウンシップの小学校教員に対し現職教員研修が実

施され、フォローアップ研修も行われている。研修受講者は2009年1,396名、2010年15,420名、

2011年12,642名であり、ほぼ100％の教員が参加したことになる。また、マスタートレーナー、

クラスタートレーナーについても、計画どおりの人数が研修を受講した。加えて、活動を通

じカウンターパート（C/P）の研修運営能力が向上した。 

 

アウトプット3：自主研修活動（クラスターミーティング、学校ミーティング）を通して授業

改善を継続していくための仕組みが確立する。 

アウトプット3は、報告書に関する指標（指標4）を除き達成されている。プロジェクトで

は、教員の能力開発の段階的達成目標として3つのレベルを設定し、教員の能力のモニタリン

グを行った。モニタリングした多くの教員はプロジェクト期間内の目標である「レベル1」に

到達していると判断されている。自主研修活動については、対象のタウンシップのほぼすべ

てで実施されており、プロジェクトにて開発した評価ツールの理解度も非常に高く、評価ツ

ールを用いた手法について習得されたといえる。また、終了時評価調査で視察したクラスタ

ー研修（授業研究）では、教員らは積極的に意見交換を行っていた。アウトプット3の指標の

うち、達成できなかった指標4はモニタリングに関するもので、報告書の提出率が目標値を達

成できなかった。報告書が提出されない主な理由は、既存のシステムのなかでの通常業務に

おいても報告書の回収率が悪いうえ、既存のシステムのなかに自主研修活動の報告書が組み

入れられていなかったこと、定性的な内容を含む自主研修活動の報告書記入が校長らの負担

になっていること、が考えられる。 

 

アウトプット4：算数の教員用指導書及び普及研修用教材が開発される。 

算数の教員用指導書及び普及研修用教材は、第1～第3学年用に関しては、開発が完了し配

布された。第4・第5学年用の教員用指導書及び普及研修用教材は、終了時評価時点で実地検

証中である。指標の詳細は以下のとおり。このほか、指導書以外に各学年4枚ずつのイラスト

レーションセットを作成した。第1～第3学年は配布済み、第4・第5年用はデータで作成して

おり、ミャンマー側で配布する予定である。開発された算数指導書活用の研修は2011年2月に

17タウンシップ、2011年7～8月、9～11月に残りのタウンシップに対して実施された。また、
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既存の算数カリキュラム自体に改善すべき点が見受けられたことから、専門家から教育省に

算数教科書とカリキュラムに関する提言書“Recommendations on Curriculum and Textbooks of 

Mathematics”を提出した。 

 

３－２ 評価結果の要約 

 （1）妥当性 

妥当性はおおむね高い。 

プロジェクトは、ミャンマー国の教育分野におけるニーズと政策、日本の対ミャンマー国

ODA政策と合致している。 

ミャンマー国の初等教育において、CCAの導入はミャンマーにおいてニーズが高い。国会

においても、子どもの成績が低下していることが問題にされ、CCAの重要性が取り上げられ

るなど、社会的に認識されている。また、ミャンマーの初等教育分野において支援を行って

いる援助機関は、他にUNICEFのみであり、支援の必要性という点でJICAが支援することの妥

当性は高い。 

ミャンマー国の「30カ年長期教育開発計画」“30 Year Long Term Plan for the Ministry of 

Education：2001-2002 FY to 2030-2031 FY”では、基礎教育分野の10のプログラムの1つに「質

の向上」が挙げられており、そのなかに「教員養成の向上」が含まれている。「EFA国家行動

計画」（2003～2015年）“EFA National Action Plan 2003”においても6つの目標の1つに、教員や

カリキュラムを含む教育の質の向上が挙げられている。2007年の「EFA中間報告」“EFA 

Mid-Decade Assessment Report”では、教育の質の向上のなかで、CCAが教員の質、生徒の学

習態度へのインパクトをもつものとして言及されており、また、アクセスを拡大する点でも

質の向上は必要としたうえ、基礎教育の質を確保するための取り組みとして、UNICEFの「子

どもにやさしい学校プロジェクト」とともに、JICAのプロジェクトについて紹介している。

日本の対ミャンマー支援政策では、ベーシック・ヒューマン・ニーズに関連した分野を中

心に支援を行う方針である。基礎教育はベーシック・ヒューマン・ニーズに相当するもので

ある。 

プロジェクト・デザインは、おおむね適切であるといえる。プロジェクトは、開発調査「基

礎教育改善計画調査1997～1999」“Myanmar Basic Education Sector Study：MBESS”、フェーズ1

の経験のもとに必要なコンポーネントが構成されている。4つのコンポーネントはプロジェク

ト目標達成のためにすべて重要である。算数のコンポーネントは、実施体制としての「メカ

ニズムの構築」とは直接関係ないものの、教科の内容を適切に盛り込んだ質的な側面も含め

た「メカニズム」という点では必要なものであり、また、開発調査で算数の指導書だけ作成

されていなかったため、作成する必要があり、CCA強化のために本プロジェクトで取り組ん

だことはニーズに鑑み適切である。しかしながら、開発調査時に算数指導書の開発も終了し

ていれば、本プロジェクトの活動がより円滑・効果的に行われた可能性はある。また、ター

ゲットとなるタウンシップの選定に関しては、教育省からの要望も取り入れながら、全州・

管区を網羅し、かつECからのアクセスが良いことを基準に選定されており、適切であったと

いえる。 
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 （2）有効性 

有効性は中程度である。 

プロジェクト目標とアウトプットの指標は、モニタリングに関するものを除き、達成され

ている。プロジェクト目標である児童中心型教育（CCA）を全国規模で普及する仕組みの確

立は、対象タウンシップにおいては達成されつつあるといえる。ただし、モニタリングの仕

組みが既存の視学・スーパービジョンのシステムのなかに公式に組込まれていない。既存の

スーパービジョンのシステムについて、教育省にて見直しが行われており、見直し後のシス

テムに、本プロジェクトで提言したモニタリングの仕組みが取り入れられることが期待され

る。 

プロジェクト目標の指標は、ほぼ達成されている。対象タウンシップにおいては、CCAを

普及する仕組みがほぼ確立されるようになっている。今後は、CCA研修計画に基づき対象タ

ウンシップ以外のタウンシップにおける仕組みを確立していくこと、CCA研修計画で具体的

にはまだ明記されていない今後のモニタリング方法を確立していくことが課題である。また、

対象タウンシップでも、適切にCCAを取り入れた教育を行えない教員がおり、CCAを適切か

つ確実に実践できるようにすることは、まだ課題として残っている。例えば、CCAはグルー

プワークのこととを、フリップチャートを使うことだと思ったりする教員がいるなど、CCA

の概念が正しく伝わっていないことがある。あるいは、概念ではわかっていても、適切に実

践ができない教員がいるという報告もある。こうした問題に対応するため、プロジェクトで

は、教材を工夫し、研修を通じCCAを適切に伝えていく努力を行っている。 

アウトプットからプロジェクト目標に至るロジックは適切である。4つのコンポーネント

は、プロジェクト目標達成にすべて重要であるといえる。アウトプットからプロジェクト目

標達成に至る外部条件（「十分な数のEC教官がプロジェクトに配置される」）については、充

足されている。 

 

 （3）効率性 

効率性は高い。 

投入は、ほぼ予定どおり実施され、活用されている。活動は特に大きな問題なく実施され、

アウトプットの達成に貢献した。 

投入、活動から、アウトプットに至るロジックは、適切である。アウトプット達成のため

に必要な投入及び活動が計画されている。現行のPDMには、アウトプットを達成するための

外部条件は設定されていないが、特にアウトプットの発現に影響した外部要因は認められな

かった。 

投入はおおむね適切に行われた。 

専門家は、適切な人材が派遣された。一部専門家の派遣時期が遅れたことが活動の円滑な

進捗に影響を及ぼしたが、関係者の協力によりプロジェクト終了までに予定した活動は完了

する。 

機材供与は、プロジェクト事務所での執務、教材作成機材等、適切に選定され実施された。

特に高額な機材はない。 

C/P研修は、フェーズ2になってプロジェクトに参加した算数指導書のコンポーネントのC/P
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を中心に行われた。インタビューによれば、日本で授業現場を実際に見たことは有益であり、

レッスンプランの作成など帰国後の活動に活用している。研修の内容は、帰国後ミーティン

グを開催し、ほかのC/Pとも共有した。C/P研修は、2年次、3年次に実施された。これは、実

際に活動をしながらニーズに応じた研修を実施できるという利点がある半面、研修の成果を

プロジェクトで活用する期間が短くなるという面も指摘されている。プロジェクトでのC/P研

修のほか、JICAの教育分野における集団研修にプロジェクトから複数名を派遣し、研修の一

層の効果を図った。 

ミャンマー側は、十分な数のC/Pを配置した。EC講師、DEPT職員等、適切な経験をもつC/P

が適切な活動に配置されている。多くのC/Pがフルタイムであることは、プロジェクトの円滑

な進捗に多大な貢献とした。また、パートタイムC/Pは、ECで実際に講師をしているので、現

場の経験を活用した活動ができた。 

ローカルコストは、日本側からは必要な経費が適時に支出されており、ミャンマー側も、

光熱費、電話代、研修参加者の交通費等、予算内で適切な負担を行った。 

実施された投入は、適切に活用されている。供与機材はすべて活用されており、維持管理

状態もよい。 

 

 （4）インパクト 

インパクトはある程度高い。 

上位目標は、教育省で承認された現行のCCA研修計画が適切に実施されれば、2015年まで

に達成が見込まれる。プロジェクトで実施した調査では、理科において、教員の質と生徒の

テストの点数に正の相関関係が認められた。 

CCA普及のメカニズムは、対象タウンシップにおいてはほぼ確立されており、このシステ

ムを他のタウンシップでも同様に実施することで、上位目標は達成されるものと見込まれる。

プロジェクトで行っている、MTT（Master Trainers Training）、CTT（Cluster Trainers Training）、

PTT（Primary Teachers Training）の活動は、現在の教育省におけるDEPT、基礎教育局（Department 

of Basic Education：DBE）の役割に合致したものであり、上位目標達成のためにも適切である

といえる。ただし、より広範な地域でCCAの概念が適切に伝達されるよう、教材や研修方法

に更なる工夫は必要である。また、実施可能なモニタリングの方法を確立することが必要で

ある。 

上位目標達成に影響を与える要因としては、試験問題が挙げられる。暗記力を図る問題が

多いという現状のなかで、CCAの適用が難しいと感じている者もいる。また、CCAそのもの

の持つ性質として、ミャンマー語が母語でない少数民族のコミュニティでは、教員が少数民

族言語を理解しない場合は、低学年ではCCAの導入が難しい場合がある。そのほか、プロジ

ェクトに関連すると思われる社会的・経済的状況については、プロジェクト開始時から特に

大きな変化はない。 

プロジェクト目標から上位目標に至るロジックは適切である。CCA普及のメカニズムが確

立したあと、小学校に普及するというロジックは、プロジェクトで確立したメカニズムによ

りCCAが小学校に到達するところまでを考慮しており、適切である。教育省のCCA普及計画

では、2015年までに全国330すべてのタウンシップをカバーすることになっており、プロジェ
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クト終了後5年以内に上位目標が達成されることになっている。ただし、質の面でのモニタリ

ング・フィードバック・フォローアップは必要である。また、プロジェクト終了後CCA研修

計画に変更がないかは、今後の教育省の政策による。 

教育省のCCA研修計画は、終了時評価時点では、CCA普及研修実施のための2015年までの

予算が教育省内で承認されている。プロジェクト終了後予算に変更がないかは、今後の教育

省の計画による。基礎教育リソース開発センター（Basic Education Resource Development 

Center：BERDC）は、全国のタウンシップにCCA普及が完了するまでは、BERDCは引続き現

在の機能を果たしていく予定である。 

教員の質、生徒の学習の質については、ある程度のインパクトが認められる。授業観察評

価ツールを活用したプロジェクトでの調査によれば、クラスターミーティングの参加回数と

教員の授業の質には正の相関関係がみられる。アセスメントガイドブックより抜粋したテス

ト問題により、生徒の学力を計測した結果、理科に関しては、教員の授業の質に比例してテ

ストの点数も高くなる傾向があった。インタビュー調査では、「教員が生徒に考えさせるよう

になった」、「生徒が質問をするようになった」、「自分の考えを述べるようになった」、といっ

た変化が報告されている。算数については、算数指導書は、配布してからまだ時間が経過し

ていないので、教員・児童へのインパクトをみるには時期尚早と考えらえる。 

いくつかの予期せぬインパクトが認められる。まず、プレサービスの活動により、EC卒業

生が今後CCAを普及に貢献することが見込まれる。また、CCAに習熟した初等教員が、中等

教員に「昇格」した場合に、CCAが中等にも波及することが期待される。さらに、僧院学校

の教員が研修に参加したため、僧院学校にも波及効果が期待される。そのほか、MTT、クラ

スター研修などが、EC教官、教員らの情報交換の場になっており、EC教官、教員らが積極的

に学びあっていることが報告されている。また、プロジェクト活動のなかで、BERDC内にラ

イブラリーが整備された。 

予期せぬ負のインパクトとして、学校でのCCA導入について父兄の理解が得られず、いく

つかの教育事務所では父兄からのクレームがあったことが報告されている。プロジェクトで

は、PTAも研修に参加することとしており、研修においてCCAに対する理解を深めるようにし

ている。その結果、最近は父兄からの不満をあまり聞かなくなった。 

 

 （5）持続性 

持続性は、教育省内でCCA研修計画が適切に実施されれば、見込める。CCAを重視する政

策は当面継続するものと考えられる。C/Pのモチベーションは高く、プロジェクト終了後もあ

る程度活動を継続できるよう能力強化されている。ただし、教材の大幅な改訂など一部の活

動については、完全にC/Pだけで実施していくためには、更なる能力強化が必要と思われる。

政策面では、ミャンマー政府のCCAを重視する方針は当面続いていくものと見込まれる。

「30カ年長期教育開発計画」は2030年まで、「EFA行動計画］は2015年までの政策となってい

る。ただし、政権交代などによる不確定要素があり注視が必要である。 

組織的な持続性はある程度見込まれる。教育省では、CCAを全国の全タウンシップに普及

していく計画であり、CCA研修計画を策定し、予算措置も含め教育省内で承認されている。

それによると、2015年までに全330タウンシップにおける全初等教員に対しCCAの研修が完了
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する予定になっている。今後のモニタリングについては、CCA研修計画では、モニタリング

計画の概要が記載されているが、教育省では、すべてのタウンシップにCCAを普及した2015

年以降に、本格的にモニタリングを開始する予定である。 

BERDCは、教育省内でDEPT下における技術的部門として位置づけられている。DEPTによ

れば、全国のタウンシップにCCA普及が完了するまでは、CCA普及・研修の核となる部署と

して、引続き現在の機能を果たしていく予定である。ただし、ヤンゴンの現在のBERDC事務

所に勤務する人員は最小限に縮小され、各タウンシップで研修活動に従事することとなる。

技術的な持続性はある程度見込めるが、一層の能力強化は必要である。プロジェクトで育

成された人材はある程度定着していくものと見込まれる。人事異動によるC/Pの離任について

は、教育省の人事計画の一環であるため、今後の見通しについては明言できない。しかしな

がら、C/Pは教育省内での異動なので、何らかの形でプロジェクトの経験が活用されるはずで

ある。教育省でも、BERDCに配置されている人員は、他の機関の所属になっても研修活動に

従事させる予定である。また、現在配置されているC/Pは、活動を続けて行く意思はある。教

員については、ECで教育を受けたことに対する一定の在職義務があるため、比較的定着して

いる。プロジェクトで研修した教員の多くは、今後も教職にとどまる見込みが高い。移転さ

れた技術は、今後も活用されていく見込みである。現在配置されているC/Pは、活用していく

意思はある。EC講師については、ECに異動した場合は、ECで移転された技術を活用していく

ことができる。ECのカリキュラムはECで引継がれていくので、技術は継続する。C/Pの能力

は向上している。しかしながら、完全に日本の技術支援なしで継続していくには、まだ困難

もある。インタビュー調査からは、例えば、研修実施、教材作成等の活動についてはほぼ継

続でき、後進の指導もある程度まで可能と思われるが、教材の大幅な改訂などは難しいもの

とうかがえた。C/Pの多くは、必要に応じ技術的支援があった方が望ましいと感じている。 

財政面での持続性はある程度見込める。CCA研修計画の予算は、教育省内で既に承認され

ている。ただし、国会における承認は単年度ごとに行われることになっており、今後教育省

として予算確保の努力を続ける必要はある。CCAのための研修では、研修参加者の日当額が

低めに設定されており、持続性のためには有効といえる。 

 

３－３ 効果発現に貢献した要因 

 （1）計画内容に関すること 

CCAの普及を確実にするための実施方法を工夫したことが挙げられる。例えば、教材を実

際に使っているところをモニタリングながら改訂して現状に沿ったものにしていった。また、

研修時の質問に対するフィードバック、モニタリング報告書を見て必要なアドバイスを行う

など、研修参加者・対象教員に応じたきめ細かな実施方法がとられた。教材普及のための方

策としては、NGOが全国のタウンシップに向け発行している雑誌「ピニャタザウン」を通じ

て、リソースブックを配布することになった。 

 

（2）実施プロセスに関すること 

C/Pと専門家の適切な専門性と努力が挙げられる。また、C/Pは、高い積極性とモチベーシ

ョンを有しており、ミャンマー側関係機関の協力体制も良好であった。さらに、多くのC/Pが
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フェーズ1（及び一部のC/Pは開発調査時）から継続して活動しており、JICAのプロジェクト

の運営に慣れていて能力強化されていた。TEO/ATEOが積極的でCCAを適切に理解しているタ

ウンシップ、校長が積極的でCCAを適切に理解しているクラスター、学校、リーダーシップ

をとる人がいるクラスターでは、CCAが定着しやすい。 

 

３－４ 問題点及び問題を惹起した要因 

 （1）計画内容に関すること 

PDMでは、児童の学習へのインパクトを測る指標がないが、プロジェクトで構築しようと

している仕組みが適切かどうかを判断する意味でも、児童に関する指標を盛込んでいれば、

今後の普及戦略をみるうえで有益であったと思料される。また、モニタリング方法が十分に

確立されていないことは、今後のCCA普及の阻害要因になると考えられるため、教育省で見

直されるスーパービジョンのシステムに、本プロジェクトにて検討したモニタリング方法が

取り入れられることが重要である。 

 

 （2）実施プロセスに関すること 

専門家派遣時期の変更により、一部活動がプロジェクト期間終了直前までずれ込んだ。教

材作成については、カリキュラムそのものが長い間改訂されておらず教員中心型になってい

るため、教材作成の際に制約条件となった。一部の教員は、教員中心の伝統的教育手法に固

執し、CCAを受け入れようとしないことがある。これに対し、プロジェクトでは、研修など

でCCAの重要性を伝えている。 

 

３－５ 結論 

プロジェクト活動により、教育省がCCAを全国規模で普及していくための仕組みが確立され、

教育省では既にCCA研修の全国普及計画が策定・承認されている。このようにプロジェクト目

標が十分達成され、持続性も見込めることから、プロジェクトは予定どおり終了する。ただし、

成果3にかかる自主研修のモニタリング報告書の提出については、指標が未達成であることか

ら、ミャンマー側で既存のモニタリングシステムへ内部化されることが期待される。 

 

３－６ 提言及び教訓 

３－６－１ 提言 

（1）教育改革の必要性 

今後CCAが全国普及しても、系統性に問題のあるカリキュラム、それに基づいて開発さ

れた教科書を教育省の意図する新学力観に基づいたものに改善しなければ、根本的な教育

改革とはならない。今後教育省が見直し、改訂を実施していくことが必要である。 

 

（2）CCAモニタリングの既存の教育行政への内部化 

自主研修（On-site training）が習慣化する前の段階でモニタリング機能を強化する、報告

書の目的を今後実施、実績だけを記載するようなモニタリングに変えることにより、実施

状況実数の確認をすることに重きを置くようにする、またCCAを全国普及するといった方
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策により、既存のモニタリングシステム内にCCA活動実施に関する項目が盛り込まれる必

要がある。 

 

（3）CCA促進のための中央並びに地方の人材育成の重要性 

生徒の学力向上に結びつけるためには、今後本格的にレベル2，3をめざした授業の質の

向上を図ならなければならない。そのためにはレベル2，3を授業実践できる人材を全国普

及プロセスが終了する前から育成しておかなくてはならない。 

 

（4）教員用指導書の定期的な改訂 

3～5年程度のスパンでBERDCが中心となって同指導書を改訂する必要がある。そのため

には、プロジェクトで実施した指導書開発プロセスを踏襲し、学校現場での1年間の試用プ

ロセスなどを経る形で改訂作業がされることが望ましい。 

 

（5）CPDのなかでのECの位置づけの明確化 

教育省がCCAを中心とした新しい学力観をめざすことにより、ECの位置づけもCPD

（Continous Professional Development）のなかで再定義される必要がある。 

 

（6）現行試験制度改革 

思考力など、これまで図られてこなかった学力をも向上させる可能性のあるCCA型授業

のインパクトが最大限図られ、授業改善ニーズが教員に自覚させるためにも、今後試験内

容が教育省の新学力観を反映させるように改めるべきである。 

 

（7）BERDCの重要性 

今後、全国普及、教員用指導書改訂等、CCAの種々の活動を組織するために、今後BERDC

を継続させることは、教育省にとっても大きなメリットとなる。 

 

３－６－２ 教訓 

（1）ミャンマー側の積極的なコミットメント 

2000年前半の開発調査より、本フェーズプロジェクト活動期間を通して、ミャンマー側

のコミットメントは一貫して強く、CCA普及に向けたビジョンには変化がなかった。また

プロジェクト終了前に自国予算での全国普及計画を策定したことも特筆すべきことであ

る。本プロジェクト開始時にミャンマー側の政策との合致、ビジョンの共有を進めたこと

が、コミットメントを引き出す結果となった。 

 

（2）ミャンマー教員の同僚性 

1年前の中間レビューと比較して、クラスター型研修（授業研究形態）での参加教員の積

極性が非常に目についた。また視学官、校長、教員の垣根を越えて意見交換していた姿を

垣間見、ミャンマー国はこのようなクラスター型研修が教師文化として根付く可能性があ

ると感じられた。このことは、その国の持つ文化的な背景を十分に理解し、それに合わせ
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た技術、ノウハウを提供することにより、技術、ノウハウの定着が図られることを示して

いる。 

 

（3）教科内容理解とCCA 

本プロジェクトを通して、深い教科内容理解（教材研究）がなければ本当の意味で授業

改善ができない、ということがC/Pレベルで認識されてきたようである。今後、この考え方

が少しずつ浸透していけば、教材研究の重要性も認識されてくることが予想される。経験

のないC/Pにとっては、改善の基礎となる基本的な知識、教科内容の理解の重要性は実際の

活動を通じて自らが感じ取るものであり、そのことを念頭に置き、活動内容を検討してお

く必要がある。 

 

（4）フォーカススクールの経験 

本質的な授業変容を促すためには、教師の意識改革が重要であり、そのためにはかなり

の時間が必要であり、日本の教育経験の応用も含め、今後どのような技術支援が生徒の学

習の質を向上させることにつながるのかを戦略的にさまざまな実証研究を通して明らかに

し、その知見を普及していくことが必要である。 
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第１章 終了時評価調査の概要 
 

１－１ 調査団派遣の経緯と目的 

ミャンマー連邦共和国（以下、「ミャンマー国」と記す）において、初等教育の就学率は2005年

時点で男女合わせて100％（男子99％、女子101％）、純就学率は男女合わせて90％（男子89％、女

子91％）と万人のための教育（Education for All：EFA）達成に向け、量的な拡大については、比較

的良好な成果を達成している。一方、児童の中退率は非常に高く、世帯の貧困問題や親の季節労

働と並んで、教育の質の低さや教員の未熟な指導力、とりわけ教員の暗記暗唱型の授業が子ども

の学習への興味・関心を阻害していることが原因として挙げられる。教育の質の改善について、

近年ミャンマー国教育省は従来の暗記暗唱型の教員中心の教育から、児童の主体的な学びを支援

する児童中心型教育（Child-Centered Approach：CCA）への転換を目標に掲げている。しかし、CCA

の実施に関する具体的な方法論が不足していることから、学校現場に浸透しているとは言い難い

状況にあった。 

そうした状況の下、JICAは1997年から、ミャンマー国の基礎教育の質の向上への支援を継続的

に実施している。1997年から1999年にかけて個別専門家、2001年から2004年まで開発調査「基礎

教育改善計画調査」“Myanmar Basic Education Sector Study：MBESS”、さらに2004年から2007年に

かけて技術協力プロジェクト「児童中心型教育強化プロジェクト」を実施し、CCAの導入・普及

を目的に、教員用指導書の開発（理科、社会科、総合学習）、カスケード方式による現職教員研修

の導入、教員養成大学（Education College：EC）における研修モジュールの開発などを行った。CCA

の導入という観点で、これまでの協力は一定の成果を上げてきたが、ミャンマー国教育省では2015

年までにCCAの全国普及を目標としており、目標達成のためには、上記のモデルを更に発展・改

善していくことが求められている。また、カウンターパート（C/P）機関である教育計画訓練局

（Department of Education Planning and Training：DEPT）は、新たな教科の教員用指導書の作成を強

く要望しており、特に算数の教員用指導書作成のニーズが高い。以上のような背景から、ミャン

マー国政府は2007年8月に上記技術協力プロジェクトの後継案件である本案件の実施を要請し、

2008年9月に日本・ミャンマー国側双方にて討議議事録（Record of Discussion：R/D）が締結され、

プロジェクトが開始された。 

本プロジェクトでは、CCAの全国普及のモデルとして、EC教官、クラスタートレーナー、小学

校教員という三層構造のカスケードモデルを導入するとともに、CCAの導入・普及のための教員

養成課程の強化、学校・クラスターレベルでの自主研修の実施、算数の教員用指導書作成といっ

た活動を実施し、CCAの全国普及及び継続的な質の確保をめざしていくものである。活動は専門

家の指導の下、DEPTのC/Pを中心に、小学校を管轄する基礎教育局（Department of Basic Education：

DBE）第1～第3の協力も得ながら実施されている。 

本終了時評価調査は、2011年12月にプロジェクト活動終了を控え、実施することとした。調査

のポイントは、以下のとおりである。 

 

（1）技術協力プロジェクトの開始から終了までの実績の確認（活動、投入）、実施プロセスの検

証。 

 

（2）プロジェクト目標と成果の達成状況、貢献要因・阻害要因の分析。 
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（3）上記を踏まえて、評価5項目（妥当性、有効性、効率性、インパクト及び持続性）の観点か

ら総合的に評価。 

 

（4）プロジェクト終了後に先方が行うべきことについての提言。類似プロジェクトのための教

訓抽出。 

 

（5）評価・協議結果を両国の合意事項として協議議事録（Minutes of Meeting：M/M）（ミニッツ）

に取りまとめる。 

 

１－２ 調査団の構成 

担当分野 氏 名 所 属 

総括/団長 田中 雅彦 JICAミャンマー事務所 所長 

教育開発 西方 憲広 JICA国際協力専門員 

教育企画 池田 亜美 JICA人間開発部基礎教育第一課 職員 

協力企画 松岡 源 JICAミャンマー事務所 所員 

評価分析 田中 恵理香 グローバルリンクマネージメント（株）社会開発部 

 

１－３ 調査日程 

 月日 調査日程 

1 11月27日 日 田中団員ヤンゴン着 

2 11月28日 月 JICAミャンマー事務所打合せ 

プロジェクト専門家ヒアリング 

3 11月29日 火 専門家・カウンターパートヒアリング 

4 11月30日 水 専門家・カウンターパートヒアリング 

5 12月1日 木 専門家・カウンターパートヒアリング 

6 12月2日 金 専門家・カウンターパートヒアリング 

7 12月3日 土 資料整理 

8 12月4日 日 資料整理 

西方団員、池田団員ヤンゴン着 

9 12月5日 月 JICAミャンマー事務所打合せ 

プロジェクト専門家ヒアリング 

10 12月6日 火 各コンポーネントカウンターパートヒアリング 

11 12月7日 水 マンダレーへ移動 

アマラプラCCA対象校のSchool Based Meeting視察 

アマラプラCCA対象クラスターのCluster Based Meeting視察 

12 12月8日 木 ヤンゴンへ移動 

CCAモデル校にて、理科・社会の授業観察 

13 12月9日 金 団内打合せ 

プロジェクトマネジャーとのミニッツ協議 

14 12月10日 土 資料整理 

15 12月11日 日 資料整理 

16 12月12日 月 ネピドーへ移動 

教育省教育計画訓練局局長との協議 
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17 12月13日 火 教育省局長とのミニッツ最終協議 

ミニッツ締結 

18 12月14日 水 合同調整委員会 

ヤンゴンへ移動 

19 12月15日 木 在ミャンマー日本大使館報告 

JICAミャンマー事務所報告 

 

１－４ 主要面談者 

（1）ミャンマー政府 

教育計画訓練局（DEPT） 

U Bo Win 局長 

U Tun Hla 副局長 

 

カウンターパート 

Daw Cho Cho Oo プロジェクトマネジャー 

 

＜ワーキンググループ1（プレ・サービス）＞ 

Daw Aye Aye Myint （full-time） 

Daw Nant Marlar Than （full-time） 

Daw Lwe Lwe Khaing （full-time） 

 

＜ワーキンググループ2（イン・サービス）＞ 

Daw Joanna （full-time） 

Daw Htay Htay Han （full-time） 

Daw Myint Myint Than（full-time） 

Daw Sandar Wai （full-time：Hlegu EC） 

 

<ワーキンググループ3（算数指導書開発）＞ 

Daw Kyi Kyi Swe （full-time） 

 

（2）プロジェクト専門家 

伊藤 拓次郎 総括/CCA普及計画 

山岡 知亙 CCA研修/モニタリング 

今堀 勇 算数指導書開発 

相馬 敬 CCA研修/モニタリング 

伊藤 隆 算数指導書開発 

 

（3）在ミャンマー日本大使館 

松尾 秀明 参事官 

多田 清富 二等書記官 
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（4）JICAミャンマー事務所 

齋藤 克義 次長 

Daw Mi Mi Cho Program Assistant 
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第２章 プロジェクトの概要 
 

２－１ 基本計画 

名 称 児童中心型教育強化プロジェクトフェーズⅡ 

協力期間 2008年9月18日～2012年3月17日 

対象地域 フェーズ1対象27タウンシップ及びフェーズ2対象40タウンシップ 

上位目標 2015年までにミャンマー全国の小学校教員にCCAが普及する。 

プロジェクト目標 教育省がCCAを全国規模で普及していくための仕組みが確立する。 

期待される成果 成果1：CCA全国普及のための教員養成体制が強化される。 

成果2：CCA全国普及のための現職教員研修体制が確立する。 

成果3：自主研修活動（クラスターミーティング、学校ミーティング）

を通して授業改善を継続していくための仕組みが確立する。 

成果4：算数の教員用指導書及び普及研修用教材が開発される。 

 

２－２ プロジェクト・デザイン・マトリックス 

プロジェクトでは、他の技術協力プロジェクトと同様、プロジェクト・サイクル・マネジメン

ト（Project Cycle Management：PCM）手法に則り、目標、活動、投入等のプロジェクトの主要構

成要素や、プロジェクトをとりまく外部条件との論理的相関関係を示したプロジェクト・デザイ

ン・マトリックス（Project Design Matrix：PDM）を作成し、2008年9月に合意した討議議事録（Record 

of Discussion：R/D）締結時において、協議議事録（M/M）の付属文書として承認している。 

プロジェクト開始後、 2010年 10月に行われた第 4回合同調整委員会（ Joint Coordinating 

Committee：JCC）において、PDMの修正が提案され、PDM第2版として合意されている。今回の

終了時評価調査においては、PDM第2版に基づき調査を実施することとする。 

 

２－３ 実施体制 

本プロジェクトのカウンターパート機関はDEPTであり、同局局長がプロジェクト・ダイレクタ

ーとなっている。同局長を議長とする本プロジェクトの最高意思決定機関であるJCCが年2回開催

され、プロジェクトの進捗状況の管理、活動計画策定及び各種意思決定が行われている。 

その他、プレ・サービス、イン・サービス、算数指導書開発の3つのワーキング・グループを組

織し、それぞれにC/Pの配置がされているのと同時に、対象タウンシップにおけるモニタリングを

担う基礎教育局（DBE）（第1～第3）からそれぞれ1名ずつフォーカル・パーソンが配置されて、

専門家とともにプロジェクトの各活動を実施している。 
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第３章 終了時評価の方法 
 

３－１ 評価項目 

PDM（Ver.3）と活動計画（Plan of Operations：PO）に基づき、以下について評価を行った。 

1）PDMの指標に基づくプロジェクトの実績 

2）実施プロセス 

3）評価5項目による分析 

    

評価5項目の定義は以下のとおりである。 

（1）妥当性 

評価時点においても、プロジェクト目標、上位目標が妥当であるかどうかを、ミャンマー

国政府の政策、裨益者のニーズ、日本の援助政策との整合性、プロジェクト・デザインの観

点から検討する。 

 

（2）有効性 

プロジェクト目標の達成の度合い、及びアウトプットがプロジェクト目標の達成度にどの

程度結びついているかを検討する。 

 

（3）効率性 

プロジェクトの投入から生み出される成果の程度は、投入のタイミング、質、量の観点か

ら妥当であったかどうかを分析する。 

 

（4）インパクト 

プロジェクトが実施されたことにより生じる波及効果の正・負の効果を、当初予期しなか

った効果も含め検討する。 

 

（5）持続性 

協力終了後、プロジェクトによってもたらされた成果や効果が持続されるか、あるいは拡

大されていく可能性があるかどうかを予想するために、制度的（政策的）側面、財政的側面、

技術的側面からプロジェクトの持続性の見込みを考察する。3－1 評価グリッドの作成。 

 

３－２ 評価実施方法 

評価グリッドに基づいて以下の方法で情報・データを収集し、評価分析を行った。 

（1）文献・既存資料調査 

レビューした主な資料は以下のとおり。 

1）「30カ年長期教育開発計画」“Thirty-Year Long Term Education Development Plan”（2001～2030

年度対象） 

2）「EFA国家行動計画」“EFA National Action Plan”（2003～2015年度対象） 

3）ミャンマー国児童中心型教育強化プロジェクト実施協議報告書（付事前評価調査報告書）

（2008年10月） 
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4）プロジェクト進捗報告書、業務完了報告書 

5）その他プロジェクト成果物（教員用指導書、マネジメントキット等） 

 

（2）直接観察 

プロジェクト事務所、教員養成大学、小学校（プロジェクト対象、非対象の学校双方）を

視察し、活動状況を確認した。 

 

（3）インタビュー調査 

専門家、教育省教育計画訓練局（DEPT）、カウンターパート、教員を対象にインタビュー

を実施した。 
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第４章 プロジェクトの実績 
 

４－１ プロジェクトの実績 

PDMの指標の達成度は、以下のとおりである。 

 

４－１－１ 上位目標 

上位目標：2015年までにミャンマー全国の小学校教員にCCAが普及する。 

上位目標は、教育省で承認されている「児童中心型教育（Child-Centered Approach：CCA）研

修計画」が適切に実施されれば、達成されるものと見込まれる。終了時評価時点において、教

育養成大学（Education College：EC）の教科書は、モニタリングを実施したECにおいて使用さ

れており、全国の小学校教員の約30％に対しCCA現職教員研修が行われた。指標の詳細は以下

のとおり。 

    

指標1：全国20校の教育養成大学（EC）に

おいてプロジェクトで改訂したEC教科書

が継続的に使われている。 

・モニタリングを実施した18のECにおいて、フェーズ1

に改訂したEC教科書の配布と活用が確認された。質

的な評価においては94％の教員がECリソースブック

として配布した授業案に基づき適切な指導ができて

いた。これらのことから、改訂済みEC教科書は、今

後も継続的に活用されていく見込みであるといえ

る。 

指標2：全国の90％以上の小学校の教員に

対してCCA現職教員研修が実施されてい

る。 

・2011年8月までにフェーズ1、フェーズ2合計64タウン

シップでのCCA研修が実施された。さらに2010年10

月に国連児童基金（UNICEF）が実施した5タウンシッ

プでのCCA研修を合わせると計69タウンシップ、約5

万3,000人の教員に対するCCA現職教員研修が実施さ

れた。これは全国の教員約18万人の30％に相当する。

・教育省のCCA研修計画によれば、2014年度末までに

プロジェクトで開発した普及システムに基づき全国

330タウンシップ全域でCCA現職教員研修が実施さ

れる見込みである。 

 

４－１－２ プロジェクト目標 

プロジェクト目標：教育省がCCAを全国規模で普及していくための仕組みが確立する。 

プロジェクト目標の指標は、対象のタウンシップにおいて達成されている。2015年までにCCA

を全国規模で導入するためのCCA研修計画がDepartment of DEPTで策定され、教育省で承認され

ている。研修を受けた教員のCCAに対する理解度、教室での実践技術は、ほぼ目標を達成して

おり、C/Pらへのインタビューでも、CCAに関する理解・実践は進んでいるということであった。

ただし、CCAに対する認識・実践が十分でない教員も一部いる。指標の詳細は以下のとおり。

なお、2009年度は、研修プログラムの第1案を検証するためのパイロットとして、3タウンシッ

プを対象とした。引続き、2010年度20タウンシップ、2011年度17タウンシップを対象として研

修を行い、各年度の研修が終了すると、研修内容を見直し改善した。指標1及び2で、2009年度、

2010年度、2011年度と、平均点が上昇しているのは、その成果と考えられる。 
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指標1：小学校教員研修における

CCA理解度テストの平均点が80％

以上である。 

・2011年度までのCCA理解度テストの平均点の実績は以下のと

おり。 

 

対象タウンシップ PTT*参加者

（名） 

サンプル数 

（名） 

平均点 

（％） 

2009年度対象 

タウンシップ 
1,250 150 63

2010年度対象 

タウンシップ 
14,170 1,800 83

2011年度対象 

タウンシップ 
11,712 850 96

*PTT：Primary Teachers Training（小学校教員研修） 

指標2：CCA授業観察シートによる

評価（教室におけるCCA実践技術）

の平均点が60％以上である。 

・終了時評価時点の全体平均スコアは80.5％。 

 

対象タウンシップ サンプル数 

（名） 

平均点 

（％） 

フェーズ1対象タウンシップ 82 75 

2009年度対象タウンシップ 27 85 

2010年度対象タウンシップ 47 84 

2011年度対象タウンシップ 57 83 
  

 

指標3：90％以上のEC学生が、教育

実習の単位を取得する。 

・2011年8月時点で、パイロットECにおける実地検証では指標の

目標値を達成している。ヤンキンEC、ティンガンジュンEC、

レグーECのパイロット3校において、CCAの観点を組み込んだ

評価シート（Performance Assessment Sheet：PAS）の改訂版を

導入した。調査の結果100％のEC学生がCCAに基づく授業を行

い教育実習の単位を取得した。 

指標4：CCA普及計画が関係者間で

合意される。 

・第5回合同調整委員会（JCC）でプロジェクト側が提示した普

及計画案を受けて、DEPTはCCA全国普及計画案（「CCA研修

計画」）を作成し、8月の第6回JCCにおいて発表した。CCA研

修計画は、既に教育省で承認されている。 

 

４－１－３ アウトプット 

アウトプット1：CCA全国普及のための教員養成体制が強化される。 

アウトプット1の指標は達成されている。教育養成大学（EC）において、プロジェクトで改訂

したEC教科書が導入され、CCAの概念が導入され、プロジェクトで導入した方法により授業研

究が定期的に実施されている。指標の詳細は以下のとおりである。 

指標1：授業研究が20の教育養成大

学（EC）において導入される。 

・20校にモニタリングの結果、EC教官の授業改善をめざした「授

業研究」がEC20校に導入され、定期的に実施されている。 

指標2：20校のECのECにCCAの概

念が導入される。 

・DEPTの指示により、20校の教育実習（Bloc teaching）への導

入は2014年以降に変更になった。このため、プロジェクトで

は教育実習マニュアル（Bloc Teaching Manual）を完了させ、

2011年下半期に教育実習マニュアルの有効性を実地検証し、第

7回JCCにて承認を得る予定である。 
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 ・CCAの観点を組み込んだ、教育実習の評価シート（PAS）と教

育実習日誌を作成し、ヤンキンEC、ティンガンジュEC、レグ

ーECのパイロット3校において、実地検証を行った。その結果

94％の学生は、PASはCCAを実践するのに役立った、100％の

学生が教育実習日誌はCCA実践を振り返るのに役立った、と

答えている。 

指標3：全国20校のECにおいてプロ

ジェクトのフェーズ1で改訂した

EC教科書が導入され使われてい

る。 

・全国20のECに改訂済み教科書が配布されたことを確認した。

そのうちモニタリングを行った20のECにおいて利用されてい

ることが確認された。 

指標4：全国20校のECにおいてプロ

ジェクトのフェーズ2で改訂した

EC教科書が導入される。 

・フェーズ2では、フェーズ1に改訂した分に加えて、さらに5章

分の改訂作業を進めている。プロジェクト終了までにドラフ

トが作成され、2回の実地検証を経て改訂を行い、ドラフトが

完成したらEC20校への導入研修を実施する予定である。 

 

アウトプット2：CCA全国普及のための現職教員研修体制が確立する。 

アウトプット2の指標は、対象タウンシップにおいて達成されている。マスタートレーナー、

クラスタートレーナーが育成され、対象タウンシップの小学校教員のほぼ全員に対し現職教員

研修が実施され、フォローアップ研修も行われている。また、活動を通じC/Pの研修運営能力が

向上した。 

指標の詳細は以下のとおり。 

 

指標1：フェーズ1対象タウンシッ

プの90％のクラスターにおいて

小学校教員に対するフォローア

ップ研修が実施される。 

・2011年7～8月にフェーズ1対象全24タウンシップの97％のクラス

ターに対してフォローアップ小学校教員研修が実施された。 

指標2：フェーズ2対象タウンシッ

プの90％の小学校教員が、CCA

現職教員研修を受講している。 

・2010年度までの対象タウンシップにおける研修参加者の実績は

指標の目標値を達成している。 

 

対象タウ

ンシップ

CTT*参

加者 

（名）

PTT参加

者 

（名） 

CTT/PTT

参加者数

合計（名） 

全教員数

** 

（名） 

受講割

合***

（％）

2009年 146 1,250 1,396 1,470 103

2010年 1,250 13,170 15,420 14,693 104

2011年 930 11,712 12,642 12,379 102

 

*Cluster Trainers Training：CTT（クラスタートレーナー研修） 

**全教員数は2010～11年度の教育省の統計データより引用 

***（CTT参加者＋PTT参加者/全教員数） 

（参加者に初等教員でない学校事務職員、中等・高等学校の校長らが入

っているため、100％を超える） 
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指標3：CCA全国普及に向けて200

名のマスタートレーナーが育成

される。 

・2010年度までに合計321名（C/Pとタウンシップ教育事務所補佐

官（Assistant Township Education Officer：ATEO）を除くと242名）

のマスタートレーナーが育成された。詳細は以下のとおり。 

 

年 MTT*参加者数（名） 備考 

2009年  25 新規カウンターパート

9名含む 

2010年 135 うち、ATEO 29名 

2011年 161 うち、ATEO 41名 

*MTT：Master Trainers Training 

指標4：フェーズ2対象タウンシッ

プにおけるCCA普及のために

1,800名のクラスタートレーナー

が訓練される。 

・2011年度までに総計2,326名のクラスタートレーナーが訓練され

た。詳細は以下のとおり。 

 

年 対象タウンシップ数（名） CTT参加者数（名）

2009年 3 146 

2010年 20 1,250 

2011年 17 930 
  

 

指標5：質の高いCCA現職教員研

修パッケージが開発される。 

・下記の4冊の研修キットを開発し、毎年、改訂を重ねている。 

－CCA Training kit for Master Trainers Training 

－CCA Training kit for Cluster Trainers Training 

－CCA Training kit for Primary Teachers Training 

－CCA Training kit for Supervisors Training 

指標6：CCA現職教員研修の計画

が策定される。 

・2011年8月、DEPTがCCAの全国普及のための「CCA研修計画」

を作成し、第6回JCCにおいて発表した。 

 

アウトプット3：自主研修活動（クラスターミーティング、学校ミーティング）を通して授業

改善を継続していくための仕組みが確立する。 

アウトプット3は、報告書に関する指標（指標4）を除き達成されている。プロジェクトでは、

教員の能力を測るために、「6つのCCAコンピテンシー1」と呼ぶ評価ツールを開発した。また、

教員の能力開発の段階的達成目標として3つのレベル2を設定し、教員の能力のモニタリングを行

った。モニタリングした多くの教員は、プロジェクト期間内の目標である「レベル1」に到達し

ていると判断されている。また、終了時評価で視察したクラスター研修（授業研究）では、教

員らは積極的に意見交換を行っていた。 

アウトプット3の指標のうち達成できなかった指標4は、モニタリングに関するもので、報告

書の提出率が目標値を達成できなかった。特に、フェーズ1の対象タウンシップ、2009年度に研

修を行ったタウンシップなど、研修実施から時間がたつほど、提出率が低下している。報告書

                                                        
1 1）教科の理解、2）授業設計スキル、3）教材活用スキル、4）CCA的教授スキル、5）評価スキル、6）児童に対する態度、の

6つの観点から教員の能力を評価する。 
2 レベル1を「教員用指導書を活用してCCA的な授業ができるようになる」、レベル2を「教員用指導書で示す内容を更に改善・

適用させることができるようになる」、レベル3を「自分でオリジナルの授業設計をして効果的な授業ができるように期待され

る」とし、プロジェクトの期間内では、まずレベル1までの達成をめざし、レベル2は一部の教員が到達できる目標と想定した。

レベル3は長期的にめざすものとした。 
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が提出されない主な理由は、既存のシステムのなかでの通常業務においても報告書の回収率が

悪いうえ、既存のシステムのなかに自主研修活動の報告書が組み入れられていなかったこと、

定性的な内容を含む自主研修活動の報告書記入が校長らの負担になっていること、が考えられ

る。 

指標以外にアウトプット3に関する成果として、プロジェクト終了後の持続性確保のため、

2011年以降はCCAリソースブックの内容をNGOによる教育月刊誌「ピニャタザウン」（毎月4万

2,000部発行し全国の小・中・高校・教育大学・教育関連機関に配布している）に定期的に掲載

させてもらう交渉を行い、合意を取り付けたことが挙げられる。これによってプロジェクト終

了後のリソース教材の印刷・配布の持続可能性が確保されたといえる。 

指標の詳細は以下のとおり。 

    

指標1：フェーズ1対象タウンシップの

80％において自主研修活動が導入さ

れる。 

・フェーズ1対象のすべてのタウンシップにおいて自主研修の

導入のためにフォローアップ研修が実施された。 

指標2：フェーズ2対象タウンシップの

80％において自主研修活動が導入さ

れ、定期的に実施される。 

・2011年7～8月にかけて行った モニタリングの結果、定期的な

自主研修を実施しているタウンシップは、以下のとおり。 

    

 モニタリングし

たタウンシップ

数 

自主研修を実施

しているタウン

シップ数 

割合 

（％）

CBM 10 9 90 

SBM 10 9 90 

CBM：クラスターミーティング（Cluster Based Meeting：CBM） 

SBM：学校ミーティング（School Based Meeting：SBM） 

    

指標の目安： 

* SBM：校長のモニタリング項目（2-1. Conducting School Based 

Meeting）より、月に3回以上で100％、月に1～2回で50％、未実施

を0％とした時のタウンシップでの平均 

* CBM：TEO/ATEO（タウンシップ教育事務所長/補佐官）のモニタ

リング項目（2-1. Conducting Cluster Meeting）より、2月ごとの定

期的な実施で100％、4カ月に1回程度で50％、それ以下で0％とし

た時の、タウンシップでの数値。 

指標3：フェーズ1/2対象タウンシップ

の70％においてATEOがプロジェクト

で開発された授業実践評価ツールを

用いて授業評価をできる。 

・授業実践評価ツールは1年次に最初のドラフトを作成した

が、2年次のCCAのコンピテンシーの設定に伴い見直しと改

善を繰り返し、最終的に3年次の第4回JCCにおいて現行の

ツールの採用に至った。 

・新しいツールを導入した2011年2月のMTTにおける2011年

対象の17タウンシップからのATEOの授業実践評価テスト

の平均点は100％で全員修得していることが確認された。ま

た2011年7月に実施されたフォローアップMTT研修ではフ

ェーズ1対象24タウンシップ及びフェーズ2対象23タウンシ

ップからATEOが参加し、ビデオ授業を用いた授業実践評価

テストの平均点は100％であった。 



 

－13－ 

指標4：70％のタウンシップが、定期

的に自主研修活動の報告書を提出し

ている。 

・第4回JCCにおいて自主研修活動の報告書の新フォーマット

とその提出ルートが設定された。2011年のMTT、学校管理

者研修（Supervisors Training：SVT）及びフォローアップ研

修から新フォーマットに基づく報告書作成の研修が導入さ

れた。 

・2011年8～11月にかけてのモニタリング結果は以下のとお

り。 

    

実施年 
対象タウン

シップ数 

報告書提出タ

ウンシップ数 
提出率（％）

2011年度 17 12 71 

2010年度 20 10 50 

2009年度  3  2 67 

フェーズ1 24  7 29 

    

・報告された内容はいずれの報告書でも、学校ミーティング

もクラスターミーティングも、ほぼCCA研修で指導した内

容に沿っており、多くの教員や校長が参加していることが

わかる。 

指標5：プロジェクト対象タウンシッ

プの教育事務所長が基礎教育局

（DBE）及び基礎教育リソース開発セ

ンター（BERDC）によって自主研修活

動の実施方法についての訓練を受け

ている。 

・プロジェクト対象の全40タウンシップの教育事務所長が訓

練を受けた。 

 

研修 参加者 

2009年SVT TEO：3名、ATEO：3名（他、DBE3の

副部長：1名、DBE 1, 3職員：16名、EC

教員：3名） 

（対象3タウンシップ） 

2010年SVT TEO：20名、（他、DBEのCCAフォーカ

ルパーソン8名、管区・州教育事務所

（ Division/State Education Office ：

DEO/SEO）事務所職員：11名） 

（対象20タウンシップ） 

2010年MTT ATEO：29名 

2011年SVT マンダレー：ATEO：12名、（他、DBE

本部職員5名、DEO/SEO事務所職員：

40名） 

ヤンゴン：TEO：13名、（他、DBE本部

職員10名、DEO/SEO事務所職員：35名、

CCAフォーカス学校教員3名、UNICEF

「子どもにやさしい学校」プロジェク

ト対象地域TEO 4名） 

（対象17タウンシップ） 

2011年MTT ATEO：41名 
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指標6：自主研修活動を支援するため

に定期的に毎年1回以上リソース教材

がBERDCによって開発されDEPTによ

って配布されている。 

・自主研修活動を支援するために、現在までに下記のリソー

ス教材が作成され、配布された。 

－Lesson analysis of BEFORE and AFTER CCA training：2009

年（ビデオ教材） 

－CCAリソースブック Vol. 8：2009年 

－CCAリソースブック Vol. 9：2010年 

－CCAリソース教材の配布（教育ジャーナルのピニャタザ

ウン誌（月刊誌）を通して）：2011年は4教材を作成済み

（①CCAとは?、②算数指導におけるCCA、③理科指導

におけるCCA、④グループワーク） 

－CCAマネジメントキット：2011年（現在、第2.2版） 

 

アウトプット4：算数の教員用指導書及び普及研修用教材が開発される。 

算数の教員用指導書及び普及研修用教材は、第1～第3学年用に関しては、開発が完了し配布

された。第4・第5学年用の教員用指導書及び研修用教材は、終了時評価時点で実地検証中であ

る。指標の詳細は以下のとおり。このほか、指導書以外に各学年4枚ずつのイラストレーション

セットを作成した。第1～第3学年は配布済み、第4・第5学年用はデータで作成しており、ミャ

ンマー側で配布する予定である。また、既存の算数カリキュラム自体に改善すべき点が見受け

られたことから、専門家から教育省に算数教科書とカリキュラムに関する提言書

（Recommendations on Curriculum and Textbooks of Mathematics）を提出した。指標の詳細は以下

のとおり。 

 

指標1：開発された算数指導書の質が

適切である。 

・第1～5学年の算数指導書中の開発対象ユニットに対して、

算数アドバイザーと日本人専門家による助言と改善指導を

行い、ヤンゴン市内の小学校で2年間かけて実地検証を実施

した。第1～3学年については、教育省の承認を取り付けた。

第4～5学年については、2回目の実地検証を行っており、そ

の後承認手続きに入る。 

指標2：フェーズ2対象タウンシップの

70％において小学校教員に対する算数

指導書活用の研修が実施されている。 

・算数指導書活用の研修は2011年2月のMTTで17タウンシッ

プに導入され、2011年7～8月、9～11月に残りのタウンシッ

プに対して研修が実施された。 

指標3：算数指導書は小学校のすべて

の学年において全ユニットの50％以

上を網羅している。 

・小学校全5学年の全58ユニット（単元）中、30ユニットにつ

いては、単元指導計画（lesson planner）及び指導案（lesson 

plan）の最終ドラフトが完成した。全ユニットの52％が網

羅されている。 

学年 全ユニット数 作成ユニット数 

第1学年 9 5 

第2学年 9 7 

第3学年 12 7 

第4学年 14   

第5学年 14 5 

 

それ以外の24単元については、単元指導計画のみを作成した。

残り4単元は、復習内容なので作成しなかった。 
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４－２ 実施プロセス 

プロジェクト実施プロセスは、おおむね適切であった。活動はほぼ予定どおり実施された。日

本人専門家、ミャンマー側C/Pともモチベーションが高く、高い専門性を有しており、関係者間の

協力関係は良好であった。 

 

（1）全体の進捗 

一部の活動に遅れるなどがあったが、特に大きな問題はなく活動が実施できた。活動実施

の促進要因としては、CCAが「万人のための教育国家行動計画〔Education for All（EFA）National 

Action Plan〕」に明記されているため、教育省の上層部のコミットメントが高く、そのため、

多くのフルタイムC/Pを配置できたことが挙げられる。また、カスケードの研修システムが、

タウンシップにおけるTEO/ATEO3を核とするなど、ミャンマーの教育行政システムの特性に

適合していた。活動の円滑な進捗に影響を与えた要因としては、総選挙の時期に活動が予定

どおり進まなかったことが挙げられる。ただし、プロジェクトでは、総選挙の前後の活動の

停滞はある程度予想しており、前もって活動計画を検討していたため、遅れは最小限に食い

止められた。また、算数指導書のコンポーネントは、フェーズ2で加わったため、初めてプロ

ジェクトに係わった人が多かった。しかしながら、プロジェクトへの参加は初めてでも、C/P

の意欲は高く、C/Pの努力、専門家の指導により、所期の活動を完了しつつある。 

中間レビュー調査での提言については、適切に対応した取り組みを行った。ただし、一部

目立った成果が認められなかった項目がある。詳細は以下のとおりである。 

 

提言内容 対  応 

（1）CCA普及計画の策定に係る手順及び

今後のスケジュールの検討 

CCAの普及計画（「CCA研修計画」）が策定され教育省で

作成し承認されている。 

（2）PDMの改訂 PDMは改訂され、第3版を使用中。 

（3）適切かつ実現可能なモニタリングシ

ステムの構築 

モニタリングシステムは、授業観察、タウンシップからの

報告書提出などで対応している。授業観察については、評

価ツールを作成しモニタリングを行っている。報告書につ

いては、2010年10月のPDM改訂で、モニタリングに関す

る指標として指標を追加した。ただし、指標の目標値を達

成するに至らなかった。教育省では、全タウンシップに

CCAが普及する2015年以降本格的に着手する予定である。

（4）最終裨益者である児童への学力イン

パクトの確認 

学力インパクトについては、プロジェクトのモニタリング

の際にテストを実施し、児童の評価を行った。理科に関し

ては、教員の授業の質に比例して児童のテストの点数が高

くなる傾向がみられた。 

 

 

 

 

                                                        
3 ミャンマー国における行政制度は、州・管区－郡－タウンシップとなっており、教育においては、タウンシップごとに

TEO/ATEOが置かれタウンシップ内の教育行政を管轄している。 

 



 

－16－ 

（5）INSETインプットとアウトプットの

相関関係（プロジェクト目標評価指標

との関わりから） 

INSETの効果については、プロジェクトでモニタリングツ

ールを改訂し、自主研修（on-site training）等と教員の授

業評価との相関関係を調査した。その結果、クラスターミ

ーティングの参加回数と授業の質には正の相関関係がみ

られた。 

（6）モデル校実践のフィードバック EC付属小学校と公立小学校の2校をモデル校とし、授業を

向上させることに注力した取り組みを行った。ただし、終

了時評価時の視察では、レベル2の授業実践とはなってい

ないと判断された。 

（7）ミャンマー国カリキュラムに沿った

学力観に基づいた指導書開発 

学力の意味を考慮した指導書を作成した。 

（8）CCAレベル1「指導書を活用してCCA

的な授業ができるようになる」の明確

なメッセージ化と手立ての妥当性の

再検討 

CCAレベルについて、研修のなかで指導書の活用などとの

関連でCCAコンピテンシーについて説明した。 

 

（2）プロジェクト運営体制 

プロジェクト運営体制は、ほぼ適切に機能しているといえる。 

運営体制は適切である。アウトプットに基づき、プレサービス（アウトプット1）、インサ

ービス（アウトプット2及び3）、算数指導書作成（アウトプット4）の3つのワーキンググルー

プ（WG）が組織され、各WGで活動を行っている。必要に応じ、業務やディスカッションを

通じWG間の情報が共有されている。プロジェクト全体の計画も共有されている。年度の初め

にC/P全体で、それまでの進捗と全体計画を検討・合意している。プロジェクト全体のスケジ

ュール表を専門家・C/Pで共有し進捗管理を行っている。 

合同調整委員会（JCC）は定期的に開催されている。終了時評価時を含め7回開催した。教

育省、C/Pが出席し、進捗が報告され関係者の間で情報が共有されている。 

PDMは、現状に合わせ、指標を明確化するために、3回改訂を行った。プロジェクト運営管

理に活用されている。専門家へのインタビューでは、一部のC/Pは教育が専門であるため、PDM

等プロジェクト全体の進捗にはあまり関心がなかったというコメントもあったが、各C/Pとも、

自分の担当については計画に従い任務を遂行し、必要に応じ他のWGとも情報共有を行ってい

る 

 

（3）技術移転・コミュニケーション 

専門家からC/Pへの技術移転、及び関係者間のコミュニケーションは、おおむね適切に行わ

れた。 

技術移転は、基本的に日々の活動を通じて行われた。技術移転を的確に行うため、年に1度

C/P Capacity Assessmentを行い、C/Pの能力強化の度合いを、プロジェクト・マネジャー、C/P、

専門家で確認した。 

BERDC内のコミュニケーションは、おおむね良好であった。時折、意見の相違などはあっ

たが、話し合いにより解決している。ミャンマー人の本音を聞き出すために、工夫しながら

コミュニケーションを図った。言葉の問題が一部あったが、通訳を介しコミュニケーション

を図り、大きな障壁にはならなかった。ただし、C/Pが通訳をするとバイアスがかかることが
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あった。 

C/Pのモチベーションは非常に高かった。プロジェクトにおける意思決定は、プロジェク

ト・マネジャーを中心として、ミャンマー側のイニシアティブを尊重して行われた。 

 

（4）C/P・関連機関との関係 

関係するステークホルダーは、おおむねプロジェクトに協力的であった。 

教育省、TEO/ATEO、校長らは、プロジェクトに積極的に協力した。ただし、一部のTEO/ATEO

は、行政官であり必ずしも授業実践に詳しいわけではないため、CCAに対する理解が十分で

ない場合もあった。 

JICA以外でミャンマーの初等教育分野に支援をしている数少ないODA機関であるUNICEF

とは、フェーズ2の初期に、情報交換を頻繁に行った。その結果、UNICEFの「子どもにやさ

しい学校」プロジェクトの対象5タウンシップにおける研修で、本プロジェクトのCCAの教材

を使用した。 
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第５章 5項目による評価結果 
 

５－１ 妥当性 

妥当性はおおむね高い。プロジェクトは、ミャンマー国の教育分野におけるニーズと政策、日

本の対ミャンマー国ODA政策と合致している。 

ミャンマー国の初等教育において、CCAの導入はニーズが高い。国会においても、子どもの成

績が低下していることが問題にされ、CCAの重要性が取り上げられるなど、社会的に認識されて

いる。また、ミャンマーの初等教育分野においてODAとして支援を行っている援助機関は、ほか

にUNICEFのみであり、支援の必要性という点でJICAが支援することの妥当性は高い。 

ミャンマー国の「30カ年長期教育開発計画」“30 Year Long Term Plan for the Ministry of Education”

（2001-2002 FY to 2030-2031 FY）では、基礎教育分野の10のプログラムの1つに「質の向上」が挙

げられており、そのなかに「教員養成の向上」が含まれている。「EFA国家行動計画」においても6

つの目標の1つに、教員やカリキュラムを含む教育の質の向上が挙げられている。2007年の「EFA

中間報告」“EFA Mid-Decade Assessment Report”では、教育の質の向上のなかで、CCAが教員の質、

生徒の学習態度へのインパクトをもつものとして言及されており、また、アクセスを拡大する点

でも質の向上は必要としたうえ、基礎教育の質を確保するための取り組みとして、UNICEFの「子

どもにやさしい学校プロジェクト」とともに、JICAのプロジェクトについて紹介している。 

日本の対ミャンマー支援政策では、ベーシック・ヒューマン・ニーズに関連した分野を中心に

支援を行う方針である。基礎教育はベーシック・ヒューマン・ニーズに相当するものである。 

プロジェクト・デザインは、おおむね適切であるといえる。プロジェクトは、開発調査「基礎

教育改善計画調査」“Myanmar Basic Education Sector Study：MBESS”（1997-1999）、フェーズ１の

経験のもとに必要なコンポーネントが構成されている。4つのコンポーネントは、プロジェクト目

標達成のためにはすべて重要である。算数のコンポーネントは、実施体制としての「メカニズム

の構築」とは直接関係ないものの、教科の内容を適切に盛り込んだ質的な側面も含めた「メカニ

ズム」という点では必要なものであり、また、開発調査で算数の指導書だけ作成されていなかっ

たため、作成する必要があり、CCA強化のために本プロジェクトで取り組んだことは、ニーズに

鑑み適切である。しかしながら、開発調査時に算数指導書の開発も終了していれば、本プロジェ

クトの活動がより円滑・効果的に行われた可能性はある。また、プロジェクトは、CCAを普及す

るための仕組みを確立することがプロジェクト目標となっており、PDMでは、児童の学習へのイ

ンパクトを測る指標がない。児童へのインパクトは、仕組みが確立されたあと、発現に時間を要

するものではあるものの、プロジェクトで構築しようとしている仕組みが適切かどうかを判断す

る意味でも、児童に関する指標を盛込んでいれば、今後の普及戦略を見るうえでも有益であった

と思料される。 

研修の仕組みは、適切に計画されている。CCA普及の仕組みを包括的に構築するにあたり、研

修については、プレサービスとインサービスの双方から強化を図っている。教育省において、プ

レサービスは教育省のDEPT管轄、インサービスはDBE管轄、となっており、教育省の組織体制を

考慮し、この2局がプロジェクトに関与する運営体制になっている。うち、インサービスでは、MTT

－クラスター－学校というトップダウンとクラスターミーティング・学校ミーティングという現

場での活動を組み合わせ、CCAの普及が効果的に行われる仕組になっている。フェーズ2になって、

MTTとPTTの間にCTTを入れ、カスケードの層を1つ増やしたが、カスケードの下で効果が薄まら
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ないよう、教材を強化するなどの工夫を行った。教材は2回の実地検証を経て最終化している。ま

た、研修の効果を見るため、同じ学校、同じ教員でモニタリングを行い、変化を見た。 

対象タウンシップは、適切に選定されたといえる。対象タウンシップは、全部の州・管区を網

羅すること、プロジェクトでの活動が円滑に行われるようECからのアクセスがある程度よいこと、

を基準に選定された。なお、教育実習に関する活動は、ECの学生の出身地で教育実習を行うこと

になっているため、対象タウンシップで実習の学生がいる所に限って実施することとなった。 

プロジェクトを計画するにあたっては、日本の理数科教育の強み、途上国における理数科教育、

児童中心の教育のプロジェクトの経験が生かされている。 

 

５－２ 有効性 

有効性は中程度である。プロジェクト目標とアウトプットの指標は、モニタリングに関するも

のを除き、達成されている。プロジェクト目標である児童中心型教育（CCA）を全国規模で普及

する仕組みの確立は、対象タウンシップにおいては達成されつつあるといえる。ただし、モニタ

リングの仕組みが既存の視学・スーパービジョンのシステムのなかに公式に組み込まれていない。 

プロジェクト目標の指標は、ほぼ達成されている。対象タウンシップにおいては、CCAを普及

する仕組みがほぼ確立されるようになっている。今後は、CCA研修計画に基づき対象タウンシッ

プ以外のタウンシップにおける仕組みを確立していくこと、CCA研修計画で具体的にはまだ明記

されていない、今後のモニタリング方法を確立していくことが課題である。また、対象タウンシ

ップでも、適切にCCAを取り入れた教育を行えない教員がおり、CCAを適切かつ確実に実践でき

るようにすることは、まだ課題として残っている。例えば、CCAとはグループワークのことを、

フリップチャートを使うことだと理解している教員がいるなど、CCAの概念が正しく伝わってい

ないことがある。あるいは、概念ではわかっていても、適切に実践ができない教員がいるという

報告もある。こうした問題に対応するため、プロジェクトでは、教材を工夫し、研修を通じCCA

を適切に伝えていく努力を行っている。 

本プロジェクト目標達成に貢献した要因としては、CCAの普及を確実にするための実施方法を

工夫したことが挙げられる。例えば、教材を実際に使っているところをモニタリングしながら改

訂して現状に沿ったものにしていった。また、研修時の質問に対するフィードバック、モニタリ

ング報告書を見て必要なアドバイスを行うなど、研修参加者・対象教員に応じたきめ細かな実施

方法がとられた。教材普及のための方策としては、NGOが発行している雑誌「ピニャタザウン」

を通じて、リソースブックを配布することになった。これにより、地方の村落部にもリソースブ

ックが配布されることになる。なお、UNICEFのプロジェクトの対象タウンシップ5カ所でCCAの

教材が使用されたことにより、CCA教材が普及するタウンシップが当初の目標より拡大した。 

プロジェクト目標を達成するための阻害要因としては、一部の教員は、教員中心の伝統的教育

手法に固執し、CCAを受け入れようとしないことが挙げられる。これに対し、プロジェクトでは、

研修などでCCAの重要性を伝えている。また、モニタリング方法が十分に確立されていないこと

は、今後のCCA普及の阻害要因になると考えられる。アウトプットの指標でも明らかなとおり、

自主研修活動の報告書の提出率が低く、報告書によるフィードバックが十分にできていない。さ

らに、TEO/ATEOが定期的にモニタリングに行くことが困難な遠隔地域があることも、CCA普及の

阻害要因になっている。このほか、CCA自体に内在する課題として、複式学級では、CCAの適用

は困難を伴うことが挙げられる。プロジェクトによれば、一部教員からは、複式学級でなくても、
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1教室当たりの生徒数が多いとCCAは適用しにくいという声があがっているが、これについては、

教員の工夫次第で可能であると考えている。 

アウトプットからプロジェクト目標に至るロジックは適切である。４つのコンポーネントは、

プロジェクト目標達成にはすべて重要であるといえる。アウトプットからプロジェクト目標達成

に至る外部条件（「十分な数のEC教官がプロジェクトに配置される」）については、充足されてい

る。何名かのC/Pは、人事異動により地方勤務になったため、プロジェクトでの活動ができなくな

った。しかしながら、現在のC/Pで活動には大きな支障はなかった。 

その他、プロジェクト目標達成に影響を与えた要因は特に認められない。 

 

５－３ 効率性 

効率性は高い。投入はほぼ予定どおり実施され、活用されている。活動は特に大きな問題なく

実施され、アウトプットの達成に貢献した。 

アウトプット達成の貢献要因としては、まず、C/Pと専門家の適切な専門性と努力が挙げられる。

また、C/Pは、高い積極性とモチベーションを有しており、ミャンマー側関係機関の協力体制も良

好であった。さらに、多くのC/Pがフェーズ1（及び一部のC/Pは開発調査時）から継続して活動し

ており、JICAのプロジェクトの運営に慣れていて能力強化されていたことも、アウトプット達成

に貢献した。インタビューでは、TEO/ATEOが積極的でCCAを適切に理解しているタウンシップ、

校長が積極的でCCAを適切に理解しているクラスター・学校、リーダーシップをとる人がいるク

ラスターでは、CCAが定着しやすい、ということが明らかになっている。 

アウトプット達成に係る阻害要因としては、専門家派遣時期の変更により、一部活動がプロジ

ェクト期間終了直前までずれ込んだことがある。アウトプット1に関しては、カリキュラムそのも

のが長い間改訂されておらず教員中心型になっているため、教材作成の際に制約条件となった。

このため、カリキュラムとの整合性がとれる範囲での教材作成とならざるを得なかった。アウト

プット4に関しては、算数の教科書自体が現状にそぐわない点（現在使われていない通貨が題材に

なっている、計量システムに、イギリス方式、十進法方式、ミャンマーの伝統方式が混在してい

る、等）があり、適切な指導書作成に影響すると考えらたため、専門家から提言書を作成し教育

省に提出した。 

投入、活動から、アウトプットに至るロジックは、適切である。アウトプット達成のために必

要な投入及び活動が計画されている。現行のPDMには、アウトプットを達成するための外部条件

は設定されていないが、特にアウトプットの発現に影響した外部要因は認められなかった。 

投入はおおむね適切に行われた。 

専門家は、適切な人材が派遣された。一部専門家の派遣時期が遅れたことが活動の円滑な進捗

に影響を及ぼしたが、関係者の協力によりプロジェクト終了までに予定した活動は完了する。専

門家が派遣されていない時期には、C/Pとメールで連絡を取り合うなどして、プロジェクト活動が

支障なく行われるようサポートした。ただし、専門家へのインタビューによれば、専門家が派遣

されていない時期には、多少活動が停滞する傾向はあったとのことである。 

機材供与は、プロジェクト事務所での執務、教材作成機材等、適切に選定され実施された。特

に高額な機材はない。 

C/P研修は、フェーズ2になってプロジェクトに参加した算数指導書のコンポーネントのC/Pを中

心に行われた。インタビューによれば、日本で授業現場を実際に見たことは有益であり、レッス
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ンプランの作成など、帰国後の活動に活用している。研修の内容は、帰国後ミーティングを開催

し、ほかのC/Pとも共有した。C/P研修は、2年次、3年次に実施された。これは、実際に活動をし

ながらニーズに応じた研修を実施できるという利点がある半面、研修の成果をプロジェクトで活

用する期間が短くなるという面も指摘されている。なお、プロジェクトでのC/P研修のほか、JICA

の教育分野における集団研修にプロジェクトから複数名を派遣し、研修の一層の効果を図った。 

ミャンマー側は、十分な数のC/Pを配置した。EC講師、DEPT職員等、適切な経験を持つC/Pが適

切な活動に配置されている。多くのC/Pがフルタイムであることは、プロジェクトの円滑な進捗に

多大な貢献となった。また、パートタイムC/Pは、ECで実際に講師をしているので、現場の経験を

活用した活動ができた。 

ローカルコストは、日本側からは必要な経費が適時に支出されており、ミャンマー側も、光熱

費、電話代、研修参加者の交通費等、予算内で適切な負担を行った。 

実施された投入は、適切に活用されている。供与機材はすべて活用されており、維持管理状態も

よい。 

 

５－４ インパクト 

インパクトはある程度高い。上位目標は、教育省で承認された現行のCCA研修計画が適切に実

施されれば、2015年までに達成が見込まれる。プロジェクトで実施した調査では、理科において、

教員の質と生徒のテストの点数に正の相関関係が認められた。 

CCA普及のメカニズムは対象タウンシップにおいてはほぼ確立されており、このシステムを他

のタウンシップでも同様に実施できれば、上位目標は達成されるものと見込まれる。プロジェク

トで行っている、MTT、CTT、PTTの活動は、現在の教育省におけるDEPT、DBEの役割に合致し

たものであり、上位目標達成のためにも適切であるといえる。ただし、より広範な地域でCCAの

概念が適切に伝達されるよう、教材や研修方法に更なる工夫は必要である。また、実施可能なモ

ニタリングの方法を確立することが必要である。 

上位目標達成に影響を与える要因としては、試験問題が挙げられる。暗記力を図る問題が多い

という現状のなかで、CCAの適用が難しいと感じている者もいる。また、CCAそのものの持つ性

質として、ミャンマー語が母語でない少数民族のコミュニティでは、教員が少数民族言語を理解

しない場合は、低学年ではCCAの導入が難しい場合がある。その他、プロジェクトに関連すると

思われる社会的・経済的状況については、プロジェクト開始時から特に大きな変化はない。 

プロジェクト目標から上位目標に至るロジックは適切である。CCA普及のメカニズムが確立し

たあと、小学校に普及するというロジックは、プロジェクトで確立したメカニズムによりCCAが

小学校に到達するところまでを考慮しており、適切である。教育省のCCA普及計画では、2015年

までに全国330すべてのタウンシップをカバーすることになっており、プロジェクト終了後5年以

内に上位目標が達成されることになっている。ただし、質の面でのモニタリング・フィードバッ

ク・フォローアップは必要である。また、プロジェクト終了後CCA研修計画に変更がないかは、

今後の教育省の政策による。 

教育省のCCA研修計画は、終了時評価時点では、CCA普及研修実施のための2015年までの予算

が教育省内で承認されている 。プロジェクト終了後、予算に変更がないかは今後の教育省の計画

による。BERDCは、全国のタウンシップにCCA普及が完了するまでは、BERDCは引続き現在の機

能を果たしていく予定である。 
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教員の質、生徒の学習の質については、ある程度のインパクトが認められる。授業観察評価ツ

ールを活用したプロジェクトでの調査によれば、クラスターミーティングの参加回数と教員の授

業の質には正の相関関係が見られる。アセスメントガイドブックより抜粋したテスト問題により、

生徒の学力を計測した結果、理科に関しては、教員の授業の質に比例してテストの点数も高くな

る傾向があった。インタビューでは、「教員が生徒に考えさせるようになった」、「生徒が質問をす

るようになった」、「自分の考えを述べるようになった」、といった変化が報告されている。算数に

ついては、算数指導書は、配布してからまだ時間が経過していないので、教員・児童へのインパ

クトを見るには時期尚早と考えられる。 

いくつかの予期せぬインパクトが認められる。まず、プレサービスの活動により、EC卒業生が

今後CCA普及に貢献することが見込まれる。また、CCAに習熟した初等教員が、中等教員に「昇

格」 した場合に、CCAが中等にも波及することが期待される。さらに、僧院学校の教員が研修に

参加したため、僧院学校にも波及効果が期待される。そのほか、MTT、クラスター研修などが、

EC教官、教員らの情報交換の場になっており、EC教官、教員らが積極的に学びあっていることが

報告されている。また、プロジェクト活動のなかで、BERDC内にライブラリーが整備された。 

予期せぬ負のインパクトとして、学校でのCCA導入について父兄の理解が得られず、いくつか

の教育事務所では、父兄からのクレームがあったことが報告されている。プロジェクトでは、PTA

も研修に参加することとしており、研修においてCCAに対する理解を深めるようにしている。そ

の結果、最近は父兄からの不満をあまり聞かなくなった。 

 

５－５ 持続性 

持続性は、教育省内でCCA研修計画が適切に実施されれば、見込める。CCAを重視する政策は

当面継続するものと考えられる。C/Pのモチベーションは高く、プロジェクト終了後もある程度活

動を継続できるよう能力強化されている。ただし、教材の大幅な改訂等一部の活動については、

完全にC/Pだけで実施していくためには、更なる能力強化が必要と思われる。 

政策面では、ミャンマー政府のCCAを重視する方針は当面続いていくものと見込まれる。「30カ

年長期教育開発計画」は2030年まで、「EFA行動計画］は2015年までの政策となっている。ただし、

政権交代などによる不確定要素があり注視が必要である。 

組織的な持続性は、ある程度見込まれる。教育省では、CCAを全国の全タウンシップに普及し

ていく計画であり、CCA研修計画を策定し、予算措置も含め教育省内で承認されている。それに

よると、2015年までに全330タウンシップにおける全初等教員に対しCCAの研修が完了する予定に

なっている。今後のモニタリングについては、CCA研修計画では、モニタリング計画の概要が記

載されているが、教育省では、すべてのタウンシップにCCAを普及した2015年以降に、本格的に

モニタリングを開始する予定である。BERDCは、教育省内でDEPT下における技術的部門として位

置づけられている。DEPTによれば、全国のタウンシップにCCA普及が完了するまでは、CCA普及・

研修の核となる部署として、引続き現在の機能を果たしていく予定である。ただし、ヤンゴンの

現在のBERDCの事務所に勤務する人員は最小限に縮小され、各タウンシップで研修活動に従事す

ることとなる。 

技術的な持続性はある程度見込めるが、一層の能力強化は必要である。プロジェクトで育成さ

れた人材はある程度定着していくものと見込まれる。人事異動によるC/Pの離任については、教育

省の人事計画の一環であるため、今後の見通しについては明言できない。しかしながら、C/Pは教
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育省内での異動なので、何らかの形でプロジェクトの経験が活用されるはずである。教育省でも、

BERDCに配置されている人員は、他の機関の所属になっても研修活動に従事させる予定である。

また、現在配置されているC/Pは、活動を続けて行く意思はある。教員については、ECで教育を受

けたことに対する一定の在職義務があるため、比較的定着している。プロジェクトで研修した教

員の多くは、今後も教職にとどまる見込みが高い。移転された技術は、今後も活用されていく見

込みである。現在配置されているC/Pは、活用していく意思はある。EC講師については、ECに異

動した場合は、ECで移転された技術を活用していくことができる。ECのカリキュラムは、ECで引

継がれていくので、技術は継続する。C/Pの能力は向上している。しかしながら、完全に日本の技

術支援なしで継続していくには、まだ困難もある。インタビューからは、例えば、研修実施、教

材作成等の活動についてはほぼ継続でき、後進の指導もある程度まで可能と思われるが、教材の

大幅な改訂などは難しいものとうかがえた。C/Pの多くは、必要に応じ技術的支援があった方が望

ましいと感じている。 

財政面での持続性はある程度見込める。CCA研修計画の予算は、教育省内で既に承認されてい

る。ただし、国会における承認は単年度ごとに行われることになっており、今後、教育省として

予算確保の努力を続ける必要はある。CCAのための研修では、研修参加者の日当額が低めに設定

されており、持続性のためには有効といえる。 

持続性を促進する要因としては、政策的支援があること、予算が確保されること、プロジェク

トで育成されたC/Pが活用されることが重要である。持続性を阻害する要因としては、CCA重視の

政策が変わること、タウンシップにおける関係者（TEO/ATEO、校長）の積極的な協力が得られな

いこと。父兄の理解が得られないこと、が考えられる。 

 

５－６ 結論 

プロジェクト活動により、教育省がCCAを全国規模で普及していくための仕組みが確立され、

教育省では既にCCA研修の全国普及計画が策定・承認されている。このようにプロジェクト目標

が十分達成され、持続性も見込めることから、プロジェクトは予定どおり終了する。ただし、成

果3にかかる自主研修のモニタリング報告書の提出については指標が未達成であることから、ミャ

ンマー側で既存のモニタリングシステムへ内部化されることが期待される。 
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第６章 提言、教訓及び所感 
 

６－１ 提言 

６－１－１ 教育改革の必要性 

今後、CCAが全国普及しても、系統性に問題のあるカリキュラム、それに基づいて開発され

た教科書を教育省の意図する新学力観に基づいたものに改善しなければ、根本的な教育改革と

はならない。今後、以下の見直し、改訂を実施していくことが必要であろう。 

・ 社会のニーズに配慮したミャンマー人の手による新学力観の同定 

・ 新学力観に基づいた系統性のあるカリキュラム開発 

・ 新カリキュラムに基づいた教科書の改訂、開発 

・ 新教科書に基づいた教員用指導書の改訂（未開発の単元の扱いも含めて） 

・ 新学力観に基づいた試験制度改革（知識偏重からの脱却） 

・ 新学力観に基づいたECカリキュラムの改訂、開発 

・ 新ECカリキュラムに基づいた教員用指導書等の改訂 

 

６－１－２ CCAモニタリングの既存の教育行政への内部化 

中間レビュー調査で同様の提言がなされ、プロジェクトでもモニタリング実施率の向上を主

に教育行政への働きかけによってめざしたが、PDM到達度目標値である70％には届かなかった。

この原因として以下の可能性が考えられる。 

（1）On-site training（自主研修）が未実施だったため報告書が未提出となった。 

（2）定性的視点が盛り込まれた報告書を記載することが校長の負担となった。 

（3）校長・視学官は、既存のモニタリングシステム外のプロジェクトのモニタリングを重要

視しなかった。 

（1）の場合、On-site trainingが習慣化する前の段階でモニタリング機能を強化することにより、

同研修の定着化が図られる可能性は高い。 

（2）の場合は、報告書の目的を今後、実施実績だけを記載するようなモニタリングに変えるこ

とにより、実施状況実数の確認をすることに重きを置くようにすることが考えられよう。その

場合、例えば、現在学校評価を11項目で評価しているが、その項目内でCCAモニタリングを取

り込むことが考えられる。 

CCA全国普及が完了する前の段階では、教育省として既存のモニタリング項目に取り込むこ

とができなかったという事情があったため（3）の可能性は高い。よってCCAが全国普及した後、

既存のモニタリングシステム内にCCA活動実施に関する項目が盛り込まれる可能性は非常に高

い。 

 

６－１－３ CCA促進のための中央並びに地方の人材育成の重要性 

今後3年間でCCA全国普及が終了しても、それはCCAレベル1（教員用指導書どおりに授業を

実施する）の普及であり、それは教師の活動の変容を促す段階である。生徒の学力向上に結び

付けるためには、今後、本格的にレベル2，3をめざした授業の質の向上を図ならなければなら

ない。そのためにはレベル2，3を授業実践できる人材を全国普及プロセスが終了する前から育

成しておかなくてはならない。なぜならばプロジェクトにより開発された研修パッケージはレ
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ベル1達成のためのものであり、レベル2に達するための研修パッケージは未開発だからである。

そのためには、BERDC等のプロジェクトで強化された人材を引き続き強化し、レベル2に到達す

るための研修パッケージ（またはカスケード型研修によらないリソースブック等の開発及び配

布を通した自主研修（On-site training）の質的変化を求めたパッケージ等）の開発が必要となる。 

また、プロジェクトの収集したモニタリングデータからは、カスケード型研修受講後、クラ

スター型研修の実施率が下がり始める傾向があることが確認されている。他の同様のプロジェ

クトの教訓を当てはめて考えると、能力の等しい教員だけのクラスター型研修では、新しい学

びが乏しいために徐々に参加教員の意欲が落ちていくからではないかと考えられる。日本では

授業研究が継続し、教員のCPD（Continuous Professional Development）に大きく貢献していると

いわれる成功要因の1つとして、ベテランまたは優れた授業実践をする教師からの新しい学びが

あるからである、と言われている。このことからローカル人材として少なくとも1タウンシップ

に1名のレベル2，3の授業実践できる人材を育成する必要があろう。 

中央人材の強化のためには、専門家によるOJT（On-the-Job-Training）はじめ、広い視点をも

つために日本などの海外研修の機会を与える必要があろう。またローカル人材の育成のために

は、BERDC等に長期で出向しながらのOJT、CCAコンテスト、CCA啓発活動への参加等が考え

られよう。また専門家ないしはBERDCによる地方の優秀な人材の同定、リスト化等も必要とな

ろう。今後どのような地方人材を育成することが適切なのか、視学官・校長・EC・教員等、今

後担うであろうTOR（Terms of Reference）の同定とともに探り、適切な対象グループに効率的な

強化計画が必要となるであろう。 

 

６－１－４ 教員用指導書の定期的な改訂 

今後、全国普及とともに同指導書は全国配布される。しかし、今後ミャンマーの教員の授業

実践力がレベル1に到達することにより、より深い内容の教員用指導書が必要となるであろう。

今後ミャンマー教育省によりカリキュラムの改訂の可能性があること、2000年代前半の開発調

査で開発されたものには、今後、改善したほうが良い内容も含まれていることなどにより、3～

5年程度のスパンでBERDCが中心となって同指導書を改訂する必要がある。そのためには、プロ

ジェクトで実施した指導書開発プロセスを踏襲し、学校現場での1年間の試用プロセスなどを経

る形で改訂作業がされることが望ましい。 

 

６－１－５ CPDの中でのECの位置づけの明確化 

教育省がCCAを中心とした新しい学力観をめざすことにより、ECの位置づけもCPDの中で再

定義される必要がある。暫定的な措置として今後3年間はインサービス研修の一環としてCCAカ

スケード型研修が実施されるが、その後はECで、CCAの基本的コンセプトを学生に定着させる

こと、並びに教育実習でCCA授業を演習させることが必要となってくる。本プロジェクトのEC

コンポーネントでは、現行のカリキュラム内で実施したが、今後教育省は、抜本的な教育改革

に着手する必要があろう。 

 

６－１－６ 現行試験制度改革 

CCAプロジェクトを通して教育省は暗記・知識中心の学力観から、思考力をも含んだ新学力

観をめざすことを公式化している。しかし、地区の学力テストなどでは相変わらず暗記・知識
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中心の試験結果による生徒の序列づけが実施されているのが現状である。今回、プロジェクト

の実施した理科によるケーススタディでは、教師のCCA指導力と学力の間に相関関係があるこ

とが認められた。しかし、思考力など、これまで図られてこなかった学力をも向上させる可能

性のあるCCA型授業のインパクトが最大限図られ、授業改善ニーズが教師に自覚させるために

も、今後試験内容が教育省の新学力観を反映させるように改めるべきであろう。 

 

６－１－７ BERDCの重要性 

本プロジェクトのC/P機関となっていたBERDCは、教育省内の既存の機関ではない。しかしプ

ロジェクト実施により国内でCCA促進のためにはなくてはならない機関となった。今後、全国

普及、教員用指導書改訂等、CCAの種々の活動を組織するために、今後DERDCを継続させるこ

とは、教育省にとっても大きなメリットとなる。 

 

６－２ 教訓 

６－２－１ ミャンマー側の積極的なコミットメント 

2000年前半の開発調査より、本フェーズプロジェクト活動期間を通して、ミャンマー側のコ

ミットメントは一貫して強く、CCA普及に向けたビジョンには変化がなかった。またプロジェ

クト終了前に自国予算での全国普及計画を策定したことも特筆すべきことだろう。 

 

６－２－２ ミャンマー教員の同僚性 

1年前の中間レビューと比較して、クラスター型研修（授業研究形態）での参加教員の積極性

が非常に目についた。また視学官、校長、教員の垣根を越えて意見交換していた姿を垣間見、

本国はこのようなクラスター型研修が教師文化として根付く可能性があると感じた。 

 

６－２－３ 教科内容理解とCCA 

ミャンマーには、指導技術をマスターすれば授業改善ができるという考え方があったが、本

プロジェクトを通して深い教科内容理解（教材研究）がなければ本当の意味で授業改善ができ

ない、ということがC/Pレベルで認識されてきたようである。今後この考え方が少しずつ浸透し

ていけば、教材研究の重要性も認識されてくるだろう。 

 

６－２－４ フォーカススクールの経験 

運営指導調査での提言を受け「レベル2の授業実践ができる学校」をめざしてヤンゴン市内に

EC付属小学校と公立学校の２校を設定し、日本人短期専門家を追加投入し、合計11回のSchool 

base trainingを実施した。結果として、教師の意識変容（評価の重要性の認識）が確認されたが、

調査団の視察した授業では、授業の質の面でレベル2の授業実践とはなっていなかった。このこ

とから以下の教訓が導き出される。 

（1）授業改善に要する時間 

まず2009年9月運営指導調査後の追加投入であっため、本調査時で確認された実態はいま

だ授業変容プロセスの途中である可能性がある。本質的な授業変容を促すためには教師の

意識改革が重要であり、そのためにはかなりの時間が必要なのかもしれない。今後これま

での日本人専門家からの直接的技術指導の効果が徐々に表れてくる可能性がある。 
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（2）技術的インプット内容の妥当性 

日本人専門家へのヒアリング結果、主に「6つのコンペテンシー」「板書計画の導入」「教

科内容理解の深化」の3つのポイントでの技術的アドバイスを実施した、とのことであった。

残念ながら本終了時評価調査時では、レベル1との顕著な相違点は確認できなかった。この

ことからSchool based trainingレベルでの職能発達を考えるうえで、もう少し別の観点からの

インプットの方が妥当ではなかったか、という可能性もある。例えば、本調査ではレベル1

との相違があまり見られなかった点の1つとして、個別の学習場面があまり見られなかった

ことが挙げられる。日本で新任教員が同様の授業をする傾向がみられるが簡単なアドバイ

ス（「所感」参照）で、個別学習の場を設けるような授業展開に改善がみられることがある。

このような日本の教育経験の応用も含め、今後どのような技術支援が生徒の学習の質を向

上させることにつながるのかを戦略的にさまざまな実証研究を通して明らかにし、その知

見を普及していくことも考えられよう。 

 

６－３ 所感 

６－３－１ 将来的なミャンマーの教育改革とCCA 

DEPT局長は調査団とのM/M協議の場で、以下のように述べた。 

「教員用指導書が開発されCCAも全国普及する。しかし教育の根幹をなす肝心のカリキュラ

ム、教科書が現在のままでは如何にCCAが普及しようとも根本的に教育改善が実施されたこと

にはならない。2014年から初等教育のカリキュラム改編、教科書改編に手を付けたいと考えて

いるが、JICAの引き続きの支援をお願いできないか」 

DEPT局長の語ったビジョンが、局長個人のものなのか、または教育省内である程度の合意が

できたものなのかは分からなかった。しかし、遅かれ早かれカリキュラム改編、教科書改編、

それに伴う指導書改編が始まるであろうことは予想される。 

今後、JICAのミャンマー国教育セクターへの援助を考えるうえで、このような一連のカリキ

ュラム政策展望も見据えた形で援助を戦略化することが求められよう。また、今後は他ドナー

が教育セクターへの参入をめざして動くことも予想される。仮に正式にミャンマー政府からカ

リキュラム改編への技術支援要請がきた時に、JICAとしてどのように処すのかなども視野に入

れつつ、今後の教育セクターへの援助計画を関係者間（在外タスクフォース、地域部、課題部

等）で前広に議論していく必要性を感じた。 

 

６－３－２ 生徒の学力向上のために（日本の教育経験からオルタナティブを探る） 

前述のとおり、今後全国普及が先方政府の資金で実施されても「教員用指導書に沿って授業

をする」レベル1段階のCCAが普及するだけで、学力に対する大きな裨益が期待されるレベル2

への確実な戦略は、前述のとおり先方政府に示すことができなくなってしまった。 

しかし、これまでのJICAの同様のプロジェクト並びに日本の教育経験から「提言」で取り上

げた項目が、今後ミャンマーで検討されてもよいであろう。ここでは生徒の学力に裨益するた

めの授業改善で、重要であると思われる項目に関して記載しておくこととする。 

（1）生徒一人ひとりの学習を授業のなかでどのように保証するか 

本プロジェクトで視察した授業では、教材を使った授業展開とグループワークの採用が

どの授業でも見受けられた。これは理数科を中心とした「アフリカ理数科教育計画プロジ
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ェクト」“Strengthening of Mathematics and Science Education：SMASE”群プロジェクトと同

傾向である。この変容は授業改善プロセスの初期の段階でよく見られることである。逆に

言うと、この段階の教師は自分の活動を変容させることに精いっぱいで、生徒の学習に対

して目が向きにくい、ということかもしれない。ではこのレベルにいる教師が、どのよう

に生徒の学習に対して目を向けていくことができるのであろうか。 

重要なことは、以下の能力を育成することであろう。 

・ 一人ひとりの生徒の学習機会を保証すること 

・ 生徒の学習状況を授業中に評価し、次の展開につなげること 

極論すれば、この繰り返しが授業そのものである、ともいえるだろう。ミャンマーの教

員は、グループワークで生徒の活動が可視化されるとき、発言があるときに授業目標は達

成された、と評価する傾向がある。それはグループワークで大多数の生徒が学習活動に参

加せず傍観者となっていても気づいていないことの裏返しである。それは発言のない生徒

にはまったく気づいていないということである。このような教師に対しては、次のような

アドバイスをすることが効果的である。 

・ グループワークを組織する前に、必ず個別学習の時間を取り、一人ひとりの生徒にノ

ートに自分の考えを書かせなさい。 

・ その個別学習時に、必ず机間巡視をして一人ひとりの学習状況を確認しなさい。 

生徒の個別学習機会の確保と評価活動、この2つを組み合わせ、少しずつ生徒の学習プロ

セスを認識する機会を教員が得ることによって、生徒の学習を意識した授業設計、実践の

態度が育まれる。 

 

（2）適切な手だてとは？ 

上記のように既存の経験内で授業改善ができていると認識する教師に対しては、外部か

ら新しい視点を与えることは非常に重要である。この外的刺激は、新しい視点を提供する

とともに新しい授業の価値（学びを中心とした）を提示することでもある。特に全国普及

が終了する前から徐々にフェーズ1、2対象タウンシップにこのようなパラダイム転換を図

るような支援を始めることによって、本フェーズで明らかにできなったレベル2へのロード

マップを帰納的に明らかにしたい。このためにはプロジェクトでCCAに関わってきたミャ

ンマー人C/Pの参加が不可欠である。 

また、本活動を実施するうえで、教員用指導書を改訂するという視点も忘れてはならな

い。現実的に本調査団が視察した授業は、教員用指導書の指示どおりに授業展開したため

に目標と学習活動があまり合致していない授業も散見された。現行カリキュラム、教科書

の不具合はあるにせよ、全国普及で教員用指導書をベースに授業改善をすることを推奨す

るからには、教員用指導書の可能な限り早い修正も求められよう。 

 



付 属 資 料 

 

１．協議議事録（M/M） 
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